
第４章

みどりあふれる持続可能なエコタウン



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

R4予算現額

8,294千円

R5予算現額

2,836千円

R4正規職員人件
費

0.58 人

4,641千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.58 人 評価者

～ 4,687千円 管財担当参事　高橋　国弘

R4予算現額

ー

R5予算現額

2,840千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.66 人 評価者

～ 5,333千円 福祉総務課長　大舘　寿貴

R4予算現額

70,000千円					

R5予算現額

188,000千円

R4正規職員人件
費

1.24 人

9,922千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.32 人 評価者

～ 10,667千円
マチごとエコタウン推進課長
齋藤　伸宏

スマートハウス化の推進に
より、再エネの普及とCO₂
排出量削減を進め、地球温
暖化対策に貢献した。

期間
会年職
員等

0.25人

R6目標

H31 増加

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

- 自治事務 67,121千円	①家庭用補助金交付

②事業用補助金交付

③自治会・管理組合用補助
金交付

④初期費用ゼロ円太陽光実
施事業者用交付金

本事業を実施することによるCO2排出削減推定
量

住宅のスマートハウス化の推進による市域の二酸
化炭素排出量を削減効果を測るため、左記項目を
指標とする。

・新たに長期優良住宅を補助対象に加えた。
・創エネ・蓄エネ機器導入を推進するため、太
陽光発電システムと蓄電池の補助金額を増額し
た。
・地中熱を普及するため、家庭用の地中熱利用
システムを補助対象に加えた。
・住宅等に初期費用ゼロ円で太陽光発電設備を
設置する事業者に設置費用の一部を補助する
「初期費用ゼロ円太陽光事業」を始めた。

スマートハウス化
推進補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 149,196千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
【目的】所沢市マチごとエコタウン推進計画に
基づき、再生可能エネルギー利用設備や省エネ
ルギー設備等を導入する市民及び事業者等に対
して、予算の範囲内で、経費の一部を補助し、
市域における再生可能エネルギーの導入及びエ
ネルギーの効率的な利用をより一層推進する。
【内容】
①家庭用（エコリフォーム、創エネ・蓄エネ機
器導入）
②事業者用
③自治会・管理組合用

会年職
員等

1.25人

実績 増加 ５７０t-CO₂

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１,４６６件

②２件

③０件

④９件

R5目標 R5実績

国の動向や社会情勢、市場価格を把握
し、より効果的な補助となるよう工夫
しながら進めていく。

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

411

環境
ク

リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

家庭用の実績が令和4年度の
873件から1,466件と（593件
増）大幅に増加したことによ
り、CO2の削減量は前年度の
570t-CO2から732t-CO2と
（162t-CO2増）大幅に増え、
家庭部門における再生可能エ
ネルギーの導入と省エネを推
進できたため。

R5年度に改善した点

R5その他職員従
事割合

増加 ７３２t-CO₂

411
財務
部

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

次世代型自動車の導入も一部行ってい
るが、充電設備への投資の点で方向性
を見極めるため情報収集は引き続き行
う。
令和6年度導入率100.0％達成予定。

R5その他職員従
事割合

98.5% 98.5%

環境にやさしい低公害車に
ついて、高い導入率を維持
している。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H13 R6 100.0%

予算の範囲内で効率的に低公
害車の導入を進めた。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
優先 自治事務 8,294千円

①導入台数

②導入実績

③導入率

低公害車導入率
公用車の低公害車への入替えが100%となるまで
は、
新車の更新を定期的に行うことが必要である。

軽乗用電気自動車（ニッサン サクラ
EV）1台の導入を行い、二酸化炭素排出
の削減に努めた。また、原付バイク6台
の売り払いを行い、近隣移動への代替
として電動アシスト付自転車の利用促
進を行った。

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

低公害車導入事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市自動車管理規定、環境マネージメントシステム、埼
玉県地球温暖化対策推進条例 2,352千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的
としている埼玉県地球温暖化対策推進条例に基
づき、大気汚染防止の観点から低公害車の導入
を進めている。

会年職
員等

0人

実績 98.5% 98.5%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1台

②133台

③98.5%

R5目標

電気自動車の導入により、
CO₂排出量が削減され地球
温暖化抑止に貢献した。会年職

員等
3,671.08kg-CO₂

411
福祉
部

福祉
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

初年度は自動車販売店、福祉
施設への周知に努めた結果、2
施設3台についての補助金交付
へと繋がった。目標到達に
は、福祉施設への周知を継続
していくとともに、有事の際
などには電力供給設備として
の機能も兼ね備えていること
など、乗車以外での活用方法
などを周知していくことも必
要であると考える。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
優先 自治事務 ー

①自動車販売店への周知

②福祉施設への周知

電気自動車等の導入台数によるCO₂削減量

0人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを所沢市福祉施設電気自動車等導入費補助金交付要綱

所沢市マチごとエコタウン推進計画 503千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

市内の福祉施設を対象に環境への負荷の低い電
気自動車等の普及促進を図るため、電気自動車
等の導入に係る経費の一部を助成することによ
り、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に
寄与するものである。

会年職
員等

ー

実績 ー ー

　事業を周知したところ、問い合わせは複数
件寄せられたことから、周知は行き届いてい
るものと捉えているが、実際の導入にまで至
らなかったため、目標値まで到達しなかっ
た。

①市内22店舗にチラシ配布
及びホームページ
②介護サービス事業者等
（186施設）に事業の案内、
チラシ配布及びホームペー
ジ

R5目標 R5実績 令和６年１月に発生した能登半島地震におい
てライフラインの復旧には日数を要した。入
所者等の生活環境を維持する観点において施
設の電力確保は課題の一つでもあることか
ら、自動車本来の用途として二酸化炭素排出
量削減を図ることは勿論のこと、緊急時にお
ける蓄電設備としての電気自動車の活用法な
どを周知することでより一層の導入促進に向
け努めていく。

R5その他職員従
事割合

4,719.96kg-CO₂ 1,573.32kg-CO₂

　ゼロカーボンのシティの実現に寄与することを
事業目的としているためCO₂削減量を指標とした。
目標値は事業者向けの導入意向調査において、導
入に前向きな回答があった事業者から積算した予
算要求台数を基に算出。

新規事業であるため、福祉施設のみな
らず自動車販売店などにもチラシを配
布、周知することで当該事業の活用を
促した。

福祉施設電気自動
車等導入補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

ー

R5予算現額

2,000千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.60 人 評価者

～ 12,930千円
マチごとエコタウン推進課長
齋藤　伸宏

R4予算現額

6,919千円

R5予算現額

1,540千円

R4正規職員人件
費

0.26 人

2,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.27 人 評価者

～ 2,182千円 防犯交通安全課長　足立 啓

R4予算現額

64,757千円

R5予算現額

60,861千円

R4正規職員人件
費

1.14 人

9,122千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.15 人 評価者

～ 9,293千円
マチごとエコタウン推進課長
齋藤　伸宏

R5

R5目標

各主体に脱炭素社会実現に
向けた現状を知っていただ
き、行動に移すことを促す
ことで、環境配慮に貢献し
た。

16回

411

環境
ク

リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績 脱炭素社会の実現には市・事業者・市
民が一体となって取り組みを進めてい
く必要があることから、市内事業者の
脱炭素経営化を促し、若者を含めた
様々なステークホルダーと連携しなが
ら地球温暖化問題について情報発信
し、市民のライフスタイルの転換を促
していく。

R5その他職員従
事割合

15回 19回

様々な企画やイベント等によ
り、脱炭素社会実現に向けた各
主体への取組を促すことができ
たため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

最優先 自治事務 ー ①「所沢市脱炭素経営ネッ
トワーク会議」の開催

②ゼロカーボンをテーマと
したシンポジウムの開催

③市民フェスティバルへ出
展した啓発ブースへの来場
者数

脱炭素に資する会議、イベント、出前講座の
開催数

各主体を巻き込みながら脱炭素の推進を図るた
め、協同でのイベント実施や啓発活動を指標とす
る。

・多くの事業者へ脱炭素経営の必要性
を周知するために、ビジネス交流会の
形式にすることで、多くの事業者が参
加できるように企画した。
・多くの市民が来場する市民フェス
ティバルにおいて、早稲田大学と協働
で啓発を行った。

所沢市からはじめ
るマチごとゼロ
カーボン運動事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 1,066千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
【目的】
令和５年４月施行の「所沢市脱炭素社会を実現するための
条例」の趣旨を踏まえ、、2050年のゼロカーボンシティを
実現するためには、市・事業者・市民の各主体が地球温暖
化を自分事として捉えつつ、スピード感をもって様々な取
組を実行していく必要がある。ゼロカーボンシティ実現に
向けて、各主体が一体となった取組を進めるため、事業者
や市民を巻きこんだ事業推進のきっかけづくりとすること
を目的として実施するものである。
【内容】
・「所沢市脱炭素経営ネットワーク会議」の設置
・ゼロカーボンをテーマとしたシンポジウムの開催
・職員による出前講座等を通じた市民への啓発活動

会年職
員等

0人

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①会議等:５回開催　参加事
業者数:延べ約105社・約190
人　参加
②所沢市民文化センター
ミューズ　来場者:185名
③来場者数：2,517名
④開催:［市内小中学生向
け］４回　［市民等向け］
８回　受講数:計870名

二酸化炭素の排出量及び消
費電力量の削減が図れた。会年職

員等
0施設

412
市民
部

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

改修により、消費電力量を約
10.8MWh削減でき、本市が掲げ
るゼロカーボンシティの実現
に寄与した。
また、電気使用量を約67万円
削減できた。

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 6,919千円 ①ＬＥＤ照明灯に改修した

施設数

②ＬＥＤ化により削減でき
た電気使用量

③ＬＥＤ化により削減でき
た電気料金

既存照明灯をＬＥＤ照明灯に改修した施設数

0人

R6目標

R4

所沢市自転車駐車場条例 1,540千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

H30

市営自転車駐車場に設置されている経年劣化し
た既存照明灯をＬＥＤ照明灯に改修するもので
ある。
これにより、二酸化炭素の排出量及び消費電力
量の削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボ
ンシティの実現に寄与するものである。

会年職
員等

0人

実績 13施設 14施設

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2施設

②約10.8MWh

③約67万円

R5目標 R5実績 令和5年11月の水銀に関する水俣条約第5回締約
国会議において、令和9年で一般照明用の蛍光
ランプの製造・輸出入を廃止することが決定さ
れた。
令和6年4月現在、市営自転車駐車場でＬＥＤ化
されていない施設が13施設ある。蛍光ランプの
製造・輸出入が廃止される前にＬＥＤ照明灯に
改修する必要がある。
今後は、令和7年度から10年度に掛けて順次Ｌ
ＥＤ照明灯に改修する。

R5その他職員従
事割合

2施設 2施設

R5目標

市内の再生可能エネルギー
の普及を推進することで、
市域で排出される二酸化炭
素の排出量を削減した。

50.0MW

412

環境
ク

リー
ン部

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

令和6年4月現在、市営自転車駐車場は31施設ある。事業
初年度である令和4年度は水銀灯の設置を中心に14施設
の改修を行った。令和5年度からは、令和5年11月の水銀
に関する水俣条約第5回締約国会議において、令和9年で
一般照明用の蛍光ランプの製造・輸出入を廃止すること
が決定されたことから蛍光ランプを順次ＬＥＤ照明灯に
改修した施設数を指標とする。

交換する灯具や設置灯数を見直し改修
費用を抑えた。

市営自転車駐車場
照明灯ＬＥＤ化整
備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

市内の再生可能エネルギーの更なる普
及及び環境にやさしい電力の利用促進
を図るため、民間企業の新たな技術や
手法を取り入れた取組を進める。

R5その他職員従
事割合

42.5MW 44.7MW

市域の再エネ設備の総出力に
おいて成果目標を達成してい
るため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

最優先 自治事務 64,710千円 ①電力調達方針に基づき公
共施設における環境にやさ
しい電力の利用推進

②市域における再エネ普及
推進

③所沢版RE100の推進

市域における再生可能エネルギー設備の総出
力

再生可能エネルギー設備の普及推進は脱炭素社会
の構築に向けた最も重要な取組みの一つであるた
め、所沢市マチごとエコタウン推進計画の目標指
標ともなっている設備の総出力を指標とする。

・公共施設における再生可能エネル
ギーの創出、二酸化炭素排出量削減、
災害時のエネルギー供給機能を発揮さ
せるため、16の公共施設に設計・施
工・維持管理業務を含めた包括リース
の仮契約を締結した。
・親子で再生可能エネルギーを学べる
ように、おもちゃのソーラーカーを
使った講座を開催した。

再生可能エネル
ギー普及推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市脱炭素社会を実現するための条例 60,542千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
「所沢市マチごとエコタウン推進計画」に基づき、脱炭
素社会の構築に向け、市域の再生可能エネルギーの利用
を推進するものである。
【主な取組】
・メガソーラー所沢、フロートソーラー所沢の運営
・小中学校屋根貸し太陽光発電事業
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
・所沢版RE100の取組み
毎月25日を「RE100の日」とし、その日の使用電力を再生
可能エネルギー100％にすることで、再生可能エネルギー
の普及啓発を図る。

会年職
員等

0人

実績 41.3MW 43.1MW

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①高圧施設107件、低圧施設
341件でCO2排出係数の低い電
力を調達した。
②市民向け出前講座や市民向け
イベントなどで再生可能エネル
ギーに関する啓発を行った。
③本庁舎を含む17の施設で、毎
月25日に「所沢版RE100の日」
を実施した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

3,770千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円
市街地整備担当参事　鎌田 実
幸

R4予算現額

23,672千円

R5予算現額

2,780千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円 建設総務課長　奈良　信和

R4予算現額

ー

R5予算現額

47,030千円

R4正規職員人件
費

ー

ー どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円 総務課　中澤　宏和

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

EVの利用でCO2減少に貢献
できる。また、カーシェア
リングの促進により、マイ
カーの減少を促し、交通渋
滞の低減に貢献できる。

会年職
員等

180件

412

街づ
くり
計画
部

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

月に15件ほどの利用を見込ん
でいたが、倍の月30件以上の
利用実績が得られている。
また、回収したアンケートか
ら　カーシェアリングやEVに
比較的高い関心があることが
わかり、都市内移動の低炭素
化転換、脱マイカー（所有か
ら共有）への機運醸成を実現
するための情報の確保ができ
た。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 0千円

①カーシェアリングの設置

②事前アンケート（タイム
ズ市内会員対象）

③利用後アンケート（ＥＶ
利用者対象）

EVカーシェアリング利用実績数

０人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

都市計画法、道路法、所沢市マチごとエコタウン推進計画 3,770千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

R4

都市内移動の低炭素化転換、脱マイカー（所有
から共有）への機運醸成のため、EVシェアリン
グの利用促進を図り、まちなかにおける自家用
車抑制による低炭素化及び良好で快適な住環境
の形成を目指すものである。

会年職
員等

０人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①ＥＶ充電器…1台
　ＥＶ…1台
　利用件数…133件

②252名

③12名

R5目標 R5実績

月毎の目標利用数が達成できているこ
とを定期的に確認し、利用数が低下す
る際は事業者と対策を検討する。
また、市内のカーシェア―（内燃車）
のＥＶ化についても継続的に事業者と
情報交換を行う。

R5その他職員従
事割合

30件 62件

①令和５年４月５日

②令和５年１２月２５日

R5目標

水銀灯からLED灯へ改修し
たことにより、使用電力量
を削減できた。

-

412
建設
部

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

カーシェアリングとEV利用の促進が、当該事業の
目的となっていることから、運営を開始したEVｶｰ
ｼｪｱﾘﾝｸﾞの利用実績数を目標とする。
（カーシェアリングは令和6年2月から開始してい
るため、目標は2か月分とする）

R5年度新規事業

脱マイカー・エコ
マチシェアリング
促進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

令和６年度はゼロ査定となってしまっ
たが、７年度以降も、デザイン灯のLED
化を計画しており、予算の範囲内で改
修を実施していく。

R5その他職員従
事割合

63192　kＷｈ 63192　kＷｈ

R8

　ＬＥＤ化により、使用電力
量の削減、環境負荷の軽減が
図られ、また従前より明るく
感じられ、「安全」「安心」
「快適」といった満足度を高
めることに資する成果があっ
たと考えるため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

消費電力量の抑制により、
CO2削減に貢献できた会年職

員等
4,667kWh

会年職
員等

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

優先 自治事務 21,779千円

①対象灯数を再確認し、営
繕課へ工事施工依頼をする

②完了検査日

使用電力量の削減量
　　（水銀灯の使用電力量
　　　　　－LED灯へ改修後の使用電力量）

使用電力量の削減を当該事業の効果のひとつとし
ていることから指標とする。

ＬＥＤ灯に改修することで、照度が高
くなるため、6基あった4灯型の照明灯
を2灯型に変更し、設置灯数が12灯減灯
できた。

道路照明灯（デザ
イン灯）ＬＥＤ化
整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市道路照明灯設置基準 20,845千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を
　平成27年に実施した道路照明灯ＬＥＤ化事業
により、令和6年3月末時点で96.4％をＬＥＤ化
している。しかし、景観に配慮したデザイン灯
は水銀灯等を使用しており、ＬＥＤ化事業の対
象外としたためＬＥＤ化していないため、令和2
年12月末以降、水銀灯の製造、輸入の禁止を受
けＬＥＤ灯に改修するものである。
　これにより、使用電力量及び維持管理費を削
減し、また、照度が高くなることにより、歩行
者、自転車及び車両の夜間交通の安全確保及び
より快適な道路利用を図るものである。

会年職
員等

0人

実績 50432　kＷｈ 50432　kＷｈ

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

13 気候変動に具体的な
対策を

ー 19,140千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

上下水道局庁舎の照明は老朽化が進んでおり、
既設照明設備の大部分の安定器が製造を終了し
ている。
　本事業は、消費電力の少ないＬＥＤ照明に改
修することにより、庁舎照明設備の安定稼働を
図るとともに、維持管理費の削減及び消費電力
量の抑制による二酸化炭素の排出削減が見込ま
れ、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に
寄与するものである。

412
上下
水道
局

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、R5年度
末時点で一定程度の消費電力
量を削減できている。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 ー

①上下水道局庁舎照明LED化
工事の出来高

１月あたりの消費電力削減量

0人

R6目標

LED照明に改修することにより、消費電力が減るこ
とから消費電力の削減量を目標とする。

R5年度新規事業

上下水道局庁舎照
明LED化整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

R6R5

R5実績

改修作業は閉庁日に行っており、緊急
対応等で出勤する職員もいることか
ら、これまでと同様に庁舎内での作業
期間中の安全に気を配る。

R5その他職員従
事割合

2,100kWh 2,267kWh

ー

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①26％

R5目標



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

-

R5予算現額

388,903千円

R4正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.87 人 評価者

～ 7,030千円 教育施設課長　市村　浩昭

R4予算現額

6,615千円

R5予算現額

121,440千円

R4正規職員人件
費

0.08 人

640千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.13 人 評価者

～ 1,051千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

0千円

R5予算現額

6,729千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.06 人 評価者

～ 485千円 社会教育課長　奥井　祥三

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則 5,720千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

老朽化する公共施設について、「所沢市公共施
設長寿命化計画」に基づいて計画的に整備し、
施設の安全上適正な管理を図るものである。
山口公民館屋上に太陽光設備を設置するための
設計業務を委託する。
令和５年度に設計し、令和６年度に設備設置工
事を施工する。

会年職
員等

0人

実績 なし なし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6,729,000円

②5,720,000円

R5目標 R5実績

経年劣化の進む施設について、所沢市
公共施設長寿命化を踏まえて今後の維
持管理に努め、適正な額で予算を確保
し執行する。

R5その他職員従
事割合

95.0% 85.0% 再生可能エネルギーの導入
により低炭素化に貢献する
ことになる。また、蓄電池
を併設し、災害時における
非常用電源を確保すること
が可能となった。

会年職
員等

0人

R6目標

95.0%

412
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

契約が、市の財政面におい
て、適正かつ有利に行われた
ことは、高評価の要因であ
る。今後も関係各課と調整し
ながら、適正な価格での予算
取り及び執行を進める。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
- 自治事務 0千円

①設計委託料 予算額

②設計委託料 決算額

設計委託料予算の執行額

執行率の低さを目標とすることは、予算の抑
制に繋がる。低すぎる場合は予算額の設定が
高いことになり、今後の予算の組み立てを考
える上での問題提起の要素の一つとなる。

山口公民館太陽光発電設備設置工事の
設計業務委託を実施し、翌年度に予定
している工事に向け準備を整えた。

公民館施設整備事
業（山口公民館太
陽光発電設備設置
工事）

根拠法令

学校や他工事との調整を図りながら、
事業を進めていく。

R5その他職員従
事割合

設計15件 設計15件

事業の目標達成に向けて、遅
延なく成果が得られている。
学校環境の改善を図るため、
今後も計画的に事業を進め
る。

R5年度に改善した点

0人

実績 － －

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15件
② 0件

R5目標

412
教育
総務
部

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 工事8件

最優先 自治事務 5,500千円

①施設改修工事費 予算額

②施設改修工事費 契約額

施設改修工事費予算の執行額

0人

R6目標

R4

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 -

①設計実施件数
②工事実施件数

設計の進捗
工事に必要な設計図書の作成の進捗を指標とす
る。

学校の要望を踏まえ、照明器具の仕様
の見直しを行った。

小中学校校舎照明
LED化事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 9,350千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、校舎に設置されている既存照明のLED
化を実施し、二酸化炭素の排出削減及び光熱費
等の維持管理費の縮減を図ることにより、本市
が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与する
ものである。

会年職
員等

教室等の照度を適正に維持
できるよう設計が完了し
た。

412
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

契約が、市の財政面におい
て、適正かつ有利に行われた
ことは、高評価の要因であ
る。今後も関係各課と調整し
ながら、適正な価格での予算
取り及び執行を進める。

R5年度に改善した点

小手指公民館太陽
光発電設備設置事
業

期間

地球温暖化対策推進法、所沢市マチごとエコタウン推進計
画 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

令和2年11月のゼロカーボンシティ宣言に基づ
き、一層の再生可能エネルギーの導入及び低炭
素化を推進している。その一環として、災害時
に現地対策支部となるまちづくりセンター（公
民館）において、今回、短期予防保全計画によ
る屋上防水シート改修に合わせ、太陽光発電設
備の設置を行うことにより、平常時の再生可能
エネルギー活用及び災害時における非常用電源
の確保を図る。
令和4年度に設計を行い、令和5年・令和6年度の
2年をかけて設置するものである。

会年職
員等

0人

実績 なし なし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①121,440,000円

②111,320,000円

R5目標 R5実績

経年劣化の進む施設について、所沢市
公共施設長寿命化を踏まえて今後の維
持管理に努め、適正な額で予算を確保
し執行する。

R5その他職員従
事割合

95.0% 91.7% 再生可能エネルギーの導入
により低炭素化に貢献する
ことになる。また、蓄電池
を併設し、災害時における
非常用電源を確保すること
が可能となった。

会年職
員等

95.0%

執行率の低さを目標とすることは、予算の抑
制に繋がる。低すぎる場合は予算額の設定が
高いことになり、今後の予算の組み立てを考
える上での問題提起の要素の一つとなる。

令和6年度に行う小手指公民館太陽光発
電設置工事に向け、契約事務を適切に
行った。

根拠法令
R5決算額（見込
み）

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

R6

R5決算額（見込
み）

期間

R5 R6



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

6,312千円

R5予算現額

6,312千円

R4正規職員人件
費

0.07 人

560千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

―

R5予算現額

8,289千円

R4正規職員人件
費

―

― どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.06 人 評価者

～ 485千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R4予算現額

288,308千円

R5予算現額

75,000千円

R4正規職員人件
費

1.71 人

13,683千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.72 人 評価者

～ 5,818千円 道路建設課長　岩崎　幸司

H30 70.0%

412
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

R5その他職員従
事割合

70.0% 97.1%

LED化したことで照度が上が
り、市民が安全にスポーツを
楽しめる環境整備と同時に省
電力化による環境配慮を促進
した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

重要 自治事務 6,312千円

①市民体育館R4年度年間電
気料

②市民体育館R5年度年間電
気料

電気料削減比率
（当年電気料÷工事前年電気料×100）
市民体育館30年度年間電気料28,145,180円

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上の削
減が見込めるところではあるが、設置個所のみの
電気料が算出できず、館（市民体育館と総合運動
場）全体となってしまうため、そのことを考慮
し、70％とした。

不必要な電気を使用しないように、こ
まめにスイッチを切る等を徹底した。

所沢市民体育館等
LED化整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 6,312千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀
灯が使用されていたが、LED化することで照度を
上げ、利用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の
削減及び光熱費等維持管理の縮減を図った。

会年職
員等

0人

実績 70.0% 103.3%

世界的な燃料価格の高騰が続いていることに
よる、電気料金の値上げの影響が残ってい
る。また、令和4年度より利用者数が増加した
ことに伴い、利用時の冷暖房利用が増えたこ
とも要因の一つである。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29,086,967円

②27,320,115円

R5目標

利用者の利便性を図り、Ｃ
Ｏ２排出量の削減及び光熱
費等維持管理の縮減に貢献
した。

R6目標

412
教育
総務
部

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

2050年度のゼロカーボンシ
ティの実現に向けた取組とし
て、所沢図書館本館内の照明
をLED化する工事を計画し、R5
年度は設計業務を行った。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
最優先 自治事務 ―

①営繕課へ工事施工依頼

②設計完了検査日

設計完了

0人

R6目標

R5

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行規則 7,645千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

図書館本館の全照明をＬＥＤ化し、あわせて髙
天井の落下防止工事を実施する。
利用者の利便性及び安心・安全を確保するとと
もに、水銀による環境汚染・健康被害の防止と
消費電力の抑制による温室ガス排出削減を図
る。
R5　工事設計
R6　工事施工

会年職
員等

0人

実績 ― ―

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①令和５年８月

②令和６年２月１４日

R5目標 R5実績

課題なし

R5その他職員従
事割合

設計完了 設計完了
工事が完了となれは、利用
者の利便性及び安心・安全
を確保するとともに、水銀
による環境汚染・健康被害
の防止と消費電力の抑制に
よる温室ガス排出削減を図
ることができる。

会年職
員等

―

413
建設
部

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

R5の目標は、設計が完了することである。

施工に向けて、定期的に営繕課や設計
業者と修繕に対する打ち合わせを行
い、情報共有を図った。

所沢市立所沢図書
館本館照明ＬＥＤ
化整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

橋りょう改築を共同で進める埼玉県及
び清瀬市と綿密に協議するとともに調
整を図り、工事を滞りなく進めてい
く。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

成果指標の目標を達成してい
る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H30

13 気候変動に具体的な
対策を

最優先 自治事務 277,334千円

①市道1-900号線改良舗装工
事（改良整備延長）

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋りょう改築と
合わせて接続する周辺道路整備に係る工事計
画に対する進捗率。

橋りょうの改築にあたり、各年度で計画した業務
がどれくらい進捗できたかで評価する。

特になし

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改
築事業）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

道路法、河川法、土地収用法 69,111千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県
が河川整備を進めている。しかし、東川との合
流点前後区間は、所沢市と清瀬市が管理者であ
る清柳橋が妨げとなり、これまで進めてきた柳
瀬川と東川の河川整備の効果が十分に発揮でき
ない状況である。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るため
に、道路管理者である所沢市と清瀬市及び河川
管理者である埼玉県とともに当該橋りょうの改
築を進めるとともに、接続する市道1－900号線
の道路改良工事に取り組むものである。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①令和5年7月3日着工
　令和6年3月27日完了
　計画延長278.961m
　実施延長82.9m

R5目標

浸水被害の軽減を図り、気
候関連災害や自然災害に対
する強靱性及び適応の能力
を強化することを図った。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

3,479千円

R5予算現額

4,745千円

R4正規職員人件
費

1.95 人

15,604千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

3.25 人 評価者

～ 26,263千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

8,240千円

R5予算現額

5,570千円

R4正規職員人件
費

0.85 人

6,802千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

ー

R5予算現額

4,926千円

R4正規職員人件
費

ー

ー どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

421

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

ふるさとのみどり啓発事業と
生きものと子どもが出会う森
づくり事業を統合し、令和6年
度より生きものとみどり啓発
事業としてスタートした。
みどりのふれあいウォークは
天候に恵まれず参加者数が伸
びなかったものの、甲虫類を
繁殖させるためのプールは所
定数を設置できた。

R5年度に改善した点

15 陸の豊かさも守ろう

重要 自治事務 3,210千円
①みどりのふれあいウォー
ク参加人数

②みどりのカーテンコンテ
スト応募数

③落ち葉プール設置か所数

みどりのふれあいウォーク参加人数

0人

R6目標

H18

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑の基金
条例 4,606千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本市のブランドである豊かなみどりの保全のた
め、「みどりのふれあいウォーク」や環境展示
会等を開催し市民の理解と意識の向上を図るほ
か、イベントの際に緑の募金運動を実施し、参
加者から寄附金を募る。また、「みどりのカー
テン」による省エネと緑化を推進するため、朝
顔とゴーヤの種子袋を配布し、みどりのカーテ
ンコンテストを開催する。さらに、自然や生き
ものへの親しみや関心を高めるため、カブトム
シ等の昆虫類を繁殖するための落ち葉プール等
を設置し、虫取りや観察などの場を提供する。

会年職
員等

0人

実績 2,000人 1,363人

当日の天候は曇りで風も吹き肌寒く行楽日和
には程遠かったため、ウォーキングイベント
の実施には不向きであったことから、参加者
数が伸びなかったものと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,101人

②26件

③5か所

R5目標 R5実績

事業を統合したことにより、同じよう
な目的であったり、重複する内容のイ
ベントがあることから、開催するイベ
ントの内容を見直し、開催回数を減ら
すものの内容を充実させ効率化を図る
などの工夫をしていく。

R5その他職員従
事割合

2,000人 1,101人

緑の創出、生物多様性保全
の意識醸成に寄与した。会年職

員等
2,000人

422

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

生きものとみどり啓発事業の中核を担う事業とし
て、市内住民のみならず、西武鉄道沿線等の近隣
からも参加する一大イベントであることから、参
加人数を指標とする。なお、令和元年度以降は、
実情に即し毎年2,000人を目標とすることとした。

ふるさとのみどり啓発事業について
は、市民が参加したくなるようなイベ
ントにするために内容の見直しを図
り、生きものと子どもが出会う森づく
り事業については、小学校の学習林に
設置できるように小学校と交渉するな
ど、目的達成に向けて様々な取り組み
を行った。

生きものとみどり
啓発事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

令和5年度より課題解消に向けて、育成
支援内容の見直しを行っている。
見直した育成支援内容を実施に移し、
当初の目的を達成させる。加えて、連
絡会を開催し情報共有等を図ってい
く。

R5その他職員従
事割合

1,415人 1,659人

目標は達成している。
更なる事業推進のため、目標
である登録人数を増やすこと
はもとより、活動そのものの
活性化を図れるよう、連絡会
の開催に向けて検討を開始し
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 7,486千円
①講座の開催回数（指導員
派遣含む）

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動
補助金額

みどりのパートナー登録者数
みどりのパートナー登録者の増加が、みどりの保
全及び創出につながることから、登録者数を指標
とする。

平成24年度より継続してきた本事業で
あるが、みどりのパートナー活動の内
容がマンネリ化しつつあり、給付する
補助金も増えてきた。
これらを解消し、当初の目的をより良
く達成できるため、育成支援内容の見
直しに着手した。

みどりのパート
ナー活動推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろうふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みどりの
パートナー活動実施要綱、所沢市みどりのパートナー活動
支援事業補助金交付要綱

5,120千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進
するため、みどりの保全及び緑化の推進に関し
て自発的かつ実践的な活動を行う個人又は団体
を「みどりのパートナー」として登録し、この
パートナーに対して情報の提供や緑化資材の助
成等、育成・支援等を行う。

会年職
員等

0人

実績 1,410人 1,517人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①8回

②63団体

③4,657千円

R5目標

講座を通じた環境教育の実
施、官民のパートナーシッ
プによるみどりの保全と創
出を通じた自然環境の確保
を行った。

1,420人

422

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

補助金の執行率は98.8%であり
目標は達成できたと考える。

R5年度に改善した点

15 陸の豊かさも守ろう

最優先 自治事務 ー

①伐採本数

②伐採費用補助額

③植樹費用補助額

補助金執行率

0人

R6目標

R5

所沢市ナラ枯れ被害木等伐採及び植樹補助金交付要綱 4,865千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

私有地でナラ枯れ被害により枯死した樹木の倒
木又は落枝の危険性に鑑み、市民生活を守るた
め枯死木の伐採費用に対して所定の補助を行
い、併せて、伐採により減少した樹木を補うた
め植樹の費用に対しても補助を行う。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①61本

②4,556千円

③305千円

R5目標 R5実績

令和5年度に行った補助によりある程度
の危険な支障木の伐採は行われたもの
の、まだまだ危険な支障木は残ってい
る。
目的を達成するため引き続き所有者に
対して案内を行っていく。

R5その他職員従
事割合

90.0% 98.8%

枯死木の伐採と同数の植樹
を行い、森林の回復に寄与
した。会年職

員等
90.0%

補助金交付により私有地の倒木等の危険除去及び
樹木減少低減を図ることを目的としているため、
補助金の執行率を指標とする。

通学路や交通量の多い道路、民家のそ
ばにあるナラ枯れによる枯死木の所有
者を中心に補助金の案内を行った。

ナラ枯れ被害木等
伐採及び植樹補助
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

425千円

R5予算現額

425千円

R4正規職員人件
費

1.70 人

13,603千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.78 人 評価者

～ 14,384千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

123,265千円

R5予算現額

219,745千円

R4正規職員人件
費

2.15 人

17,204千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.35 人 評価者

～ 18,990千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

59,161千円

R5予算現額

70,335千円

R4正規職員人件
費

1.50 人

12,003千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.25 人 評価者

～ 10,101千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

みどりの基本計画の方針を踏まえなが
ら、地域制緑地の新たな候補地につい
て検討を進めていく。

R5その他職員従
事割合

11 11

令和6年度よりみどりの基本計
画推進事業と水とみどりがつ
くるネットワーク計画推進事
業を統合した。
引き続き、みどりの基本計画
の方針に基づき、地権者の理
解を得ながら地域制緑地の指
定、及び拡大を推進する。加
えて、新規の指定対象につい
ても検討していく。
また、みどりの審議会におい
て、みどりの基本計画に基づ
く施策や事業の進捗管理等を
行うことにより、各種施策や
事業の推進、展開を図る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H21

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 105千円 ①みどりの審議会の開催回
数

②みどりの基本計画の施策
の進捗状況の審議回数

③生物多様性ところざわ戦
略の施策の進捗状況の審議
回数

地域制緑地の指定件数（指定の拡大も含む）
みどりの保全には、土地所有者の協力のもと、土
地利用に一定の制限を加える地域制緑地の指定が
効果的なことから、指定件数を指標とした。 みどりの基本計画の進捗管理を実施す

るため、みどりの審議会を開催した。

みどりの基本計画
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を都市緑地法、生物多様性基本法、ふるさと所沢のみどりを
守り育てる条例 103千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの
基本計画に基づく施策や事業の進行管理を行う
ことにより、みどりの保全や創出、生物多様性
の保全、水とみどりがつくるネットワークの構
築に係る事業の推進を図る。

会年職
員等

0人

実績 9 10

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1回

②1回

③1回

R5目標

緑地の保全、創出を通じ
て、自然環境や気候変動へ
の貢献、良好な住環境の創
出を行った。

12

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

管理の必要な保全指定地は毎
年増加しているものの、特に
緊急性の高い箇所から順番に
管理を実施するなど、効率的
な保全管理を図ることで目標
を達成することができた。

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
重要 自治事務 116,181千円 ①業者委託による剪定・伐

採等の管理

②みどりのパートナーによ
る除草・清掃等の管理

③市民参加による保全管理
作業

管理作業実施面積

0人

R6目標

H6

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市民の森
設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱 215,307千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域制緑地を指定した緑地（市民の森等）や、
市の買い入れや寄附によって取得した緑地の自
然環境や植生、景観を将来に引き継ぐため、高
木の剪定、不良木の伐採、除草等、適切な維持
管理を行う。また、市民が安全にみどりと触れ
合う場を提供するため、市民に公開している緑
地の園内柵や外周柵の修繕等を行う。

会年職
員等

0人

実績 37ha 43.64ha

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①28.75ha

②23.42ha

③1ha

R5目標 R5実績

みどりの基本計画に基づき市で管理す
る樹林地を増やしてきた。これに伴
い、管理費用も増えてきている。
管理費用の圧縮に向け現状の管理方法
を見直す。

R5その他職員従
事割合

40ha 53.17ha
緑地の管理・整備を通じ
て、地球温暖化防止等の森
林の公益的機能の発揮に寄
与した。

会年職
員等

40ha

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みどり
のパートナーによる除草・清掃等の管理面積＋市
民参加による保全緑地管理作業面積を指標とす
る。

樹林地内でナラ枯れが拡大するおそれ
があったことから、ナラ枯れ木を発見
した際の対応を造園会社と共有し、早
急に手を打つことができた。

緑地管理整備推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

みどりの基本計画に基づき保全してい
く里山保全地域については概ね目標を
達成しつつある。
今後は里山保全地域等の指定は行って
いくものの、その保全管理に重きをお
いていく。

R5その他職員従
事割合

95ha 103.85ha

目標は達成している。
引き続き、豊かなみどりを守
り育て、未来の子どもたちに
継承していくため、緑地保全
制度の指定、及び公有地化に
よるみどりの保全の取り組み
を進める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24

11 住み続けられるまち
づくりを

最優先 自治事務 37,451千円

①植生調査

②みどりの公有地化

保全配慮地区における地域制緑地の指定面積
指定面積（平成22年度からの累積（平成29年時点
累積55ha）とし、令和10年度までに110haを目指す
ものである。）

公有地化にあたって、年度内に手続き
を完了するため、丁寧なスケジュール
管理を行い手続きを進めた。

里山保全地域等指
定整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、ふ
るさと所沢の緑地の寄附に関する要綱 67,216千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこど
もたちにふるさと所沢のみどりを継承するた
め、緑地保全制度の指定を行うとともに、適切
に管理するための方針となる保全管理計画を策
定する。また、相続や開発等により消失の恐れ
がある緑地について、土地の取得（寄附受入を
含む）により、公有地化を行う。

会年職
員等

0人

実績 90ha 103.38ha

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①98,380㎡

②30,815㎡

R5目標

緑地保全制度の指定や公有
地化により、自然環境の維
持や気候変動の抑制、良好
な住環境の創出に貢献でき
た。

98ha



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

3,368千円

R5予算現額

3,231千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

1,257千円

R5予算現額

1,154千円

R4正規職員人件
費

1.50 人

12,003千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.10 人 評価者

～ 8,889千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

5,200千円

R5予算現額

5,200千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,273千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

補助金制度は、所有者から一
定の評価は得ているが、管理
には補助対象外の経費も伴
う。このため管理に伴う所有
者負担が大きいことなどか
ら、指定登録予定数に至らな
いばかりでなく、登録が解除
され、伐採される場合があ
る。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 842千円

①保存樹木管理の補助件数

②保存樹林管理の補助件数

③ふるさとの樹管理の補助
件数

ふるさとの樹の指定本数

0人

R6目標

H27

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保存樹木
等支援事業補助金交付要綱 677千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図
るため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険
への加入や保全管理費用の助成による所有者へ
の支援を行う。また、保存樹木等の指定制度に
ついて市民に周知し、新たな保存樹木等の指定
を行うとともに、市民の保存樹木等の保全に対
する関心を高める。

会年職
員等

0人

実績 50 29

適用範囲（市街化区域及びその周辺区域）が
狭く、対象となる樹木が限られ、新規登録が
難しい。また、現在指定されている樹木も、
所有者の高齢化等により維持管理が困難とな
り、解除する指定木もある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0件

②1件

③0件

R5目標 R5実績

市街地にある、指定が掛かっていない
樹木の調査を行い、保存樹木制度につ
いて更なる周知を図り、新規発掘に努
める。

R5その他職員従
事割合

50 28
保存樹木等の指定を通じ
て、まちの景観の向上や生
物の生息環境の維持につな
がった。

会年職
員等

50

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹の
本数を指標とした。 これまで5年置きにしか補助の申請がで

きなかったが、毎年補助の申請ができ
るように要綱を見直した。

保存樹木等指定促
進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

平成11年度より継続してきた本事業で
あるが、事業の内容がマンネリ化しつ
つある。
事業の見直しを図り当初の目的を達成
できるようにする。

R5その他職員従
事割合

100本 100本

グリーンカーペット促進事業
とみどりの街並み創出事業を
統合し、令和6年度よりみどり
の創出事業としてスタートし
た。
公立保育園に植えた芝生は管
理を通じて概ね安定してい
る。
また、市内各所の施設に対し
ては所定の球根を配布するこ
とができた。
さらに、市民に向け花苗と苗
木を市民フェスティバルにて
配布することができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H11

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 1,201千円

①イベントにおける花苗配
布数

②芝生維持管理実施園数

イベントにおける苗木配布数
（R4年度までは、球根配布施設数としていた
が、事業統合による指標の見直しを図った）

街や住宅におけるみどりの創出と、市民の意識の
高揚を図るため、イベントにおける苗木の配布数
を指標とした。

芝生を枯らさないために園庭に給水設
備を設置した。
花苗と苗木は、生物多様性保全に関す
るクイズへの参加を条件に配布するこ
とで、啓発につなげた。

みどりの創出事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策をふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みどりの
基本計画 1,061千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

街中における生物生息空間の保全・再生・創出
を推進するため、公共施設の新規整備や改修等
にあたり、公共施設ガイドラインに基づく緑化
指導を行うほか、芝生化した園庭の芝生の維持
管理を行う。また、市民に花苗や苗木を配布
し、エコロジカルネットワークの形成やみどり
への意識向上を図る。

会年職
員等

0人

実績 46施設 45施設

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①696ポット

②4園

R5目標

みどりを創出することによ
りヒートアイランド現象の
緩和とまちなみの景観創出
に貢献できた。

100本

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

令和3年度よりまちなかの低未
利用地にみどりのエコスポッ
トを設置し、令和5年度で4か
所となった。
みどりのエコスポットについ
ては、地元住民からは好評で
あり、設置地域の景観になじ
む意匠であることから、事業
の目的を果たしていると捉え
ている。
　

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 4,997千円

①在来種の植樹本数

②雨水浸透施設の設置

整備箇所数

0人

R6目標

R3

13 気候変動に具体的な
対策を所沢市みどりの基本計画、所沢市マチごとエコタウン推進

計画 4,730千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

まちなかの低未利用地について、市民の憩いの
場を整備するとともに、みどりの貴重なまちな
かでの動植物の生息、生育地を創出するもので
ある。また、整備により無秩序な開発の抑制、
良好なまちなみ景観や生活環境の形成、生物多
様性への貢献、ヒートアイランド現象等の環境
負荷の低減、雨水流出の抑制等が期待できるも
のである。

会年職
員等

0人

実績 1か所 1か所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①46本

②2か所

R5目標 R5実績

新たに設置を試みるもエコスポットに
適した土地がなく、令和6年度は予算化
していない。
今後は適した低未利用地を探すため、
市内を探索するほか、市ホームページ
で候補地を募集していく。

R5その他職員従
事割合

1か所 2か所
みどりの貴重なまちなかに
おいて、生物の生息・生育
空間の担保と憩いの場を創
出した。

会年職
員等

1か所

事業用地の調査・検討、貸借契約、設計・工事委
託、開設等の事務を経て、年に一か所の整備を目
標とする。

令和5年度に2か所のみどりのエコス
ポットを設置した。
限られた工事費内で納めるため、道路
工事等で発生する残土を活用するなど
の工夫をした。

みどりのエコス
ポット整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

636千円

R5予算現額

1,796千円

R4正規職員人件
費

1.47 人

11,763千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.92 人 評価者

～ 15,516千円
みどり自然課長　加賀屋　浩
介

R4予算現額

348,476千円

R5予算現額

384,698千円

R4正規職員人件
費

1.20 人

9,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,273千円 公園課長　相沢　渉

R4予算現額

－

R5予算現額

366千円

R4正規職員人件
費

－

－ どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.40 人 評価者

～ 11,313千円 公園課長　相沢　渉

423

環境
ク

リー
ン部

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

水田耕作には専門的な知識や経験が必
要であることに加え、地元・関係団体
の担い手不足が深刻になっている。
地元に限らず水田の景観保全に協力し
てもらえる企業などの誘致を検討す
る。

R5その他職員従
事割合

0.44ha 0.44ha

前のみどりの基本計画にて、
上山口にある水田も含めた里
山の景観を保全することが定
められ、令和3年より事業を
行ってきた。
地元・関係団体の協力により
水田を含めた景観を保全する
ことができている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R3

13 気候変動に具体的な
対策を

優先 自治事務 909千円

①田植え作業実施

②稲刈り作業実施

貸借契約、公有地化により水田を保全・担保
した面積

地元・関係団体との協働により実施可能な耕作範
囲について、市で地権者より借り受け、または公
有地化により保全・担保した面積を目標とする。

これまであいまいであった市と地元・
関係団体との役割を明確にし、それぞ
れが活動しやすいように整理した。

水田景観保全事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう
ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みどりの
基本計画 1,721千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域内に残
されている貴重な水田を保全し、良好な都市環
境の維持と多様な生物の生息・生育空間の確保
を図るとともに、豊かな里山の景観を引き継い
でいくことを目的とするものである。

会年職
員等

0人

実績 0.38ha 0.44ha

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1回

②1回

R5目標

里山景観の保全によるまち
なみづくりや、水辺環境の
保全による気候緩和や生物
の生息空間を創出した。

0.44ha

423
建設
部

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

地権者と交渉を行いながら予
定通りに取得を進めることが
できている。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 342,678千円

①用地取得面積
用地取得面積

0人

R6目標

R3

都市公園法・都市緑地法 384,619千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

北秋津・上安松地区は、所沢市みどりの基本計
画において、みどりの保全を重点的に推進する
北秋津周辺保全配慮地区に位置付けられてい
る。本地区では、土地区画整理事業を基本とし
た、まちづくり事業が行われており、地区内に
は柳瀬川段丘崖の斜面林や、平地林のまとまり
のある貴重なみどりが存在している。
本事業は、これらのみどりを保全するため、令
和2年度に都市緑地として都市計画決定した用地
を取得するとともに、みどりの保全及び管理を
行うものである。

会年職
員等

0人

実績 2323.18㎡ 2323.18㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2856.84㎡

R5目標 R5実績

事業期間内に用地取得が完了するよ
う、用地交渉を進める。

R5その他職員従
事割合

2856.84㎡ 2856.84㎡
北秋津・上安松土地区画整
理事業区域内のまとまりの
ある貴重なみどりの保全に
貢献した。

会年職
員等

1571.71㎡

423
建設
部

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重要と
なることから用地取得面積を目標値としている。 地権者との用地交渉において、確実に

ご理解ご協力を頂けるよう、より丁寧
な説明に努めた。

北秋津・上安松地
区都市緑地保全事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

公募委員のアイデアを基に、実現に向
けて企画立案し、実際にイベント形式
で開催する。
市は公募委員の自主的な活動をサポー
トし、意見の吸い上げ・調整を行うこ
とで、公募委員やイベント参加者がボ
ランティア活動及び自然環境の保全に
興味を持つよう働きかける。

R5その他職員従
事割合

1回 1回

R8

カルチャーパークで市職員と
市民ボランティアの協働で実
施する清掃活動を実施した。
中には未来会議を通じて初め
て活動に参加した方もおり、
今後の継続的なボランティア
活動に繋がる動きとして評価
できる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 R6

11 住み続けられるまち
づくりを

最優先 自治事務 －

①事前学習会・市民会議開
催回数

②事前学習会参加人数

③市民会議参加人数

ボランティア団体活動回数

未来会議を通じて集まった公募委員の方を中心
に、カルチャーパークを利用しながら、維持管理
にも携わっていただき、自然環境等の保全の取り
組みに対する気運の醸成を図る。これが将来の継
続的なボランティア団体の発足に繋がり、市民と
行政のパートナーシップの実現となるものと考え
る。

R5年度新規事業

所沢カルチャー
パークを考える未
来会議事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 17 パートナーシップで

目標を達成しよう
都市公園法 352千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本公園における運営は、一般的な施設管理や利
用管理のほか、自然環境の保全・創出のための
自然環境管理が大きな割合を占めるとともに、
所沢カルチャーパーク基本計画に示されている
市民と行政のパートナーシップにより進める必
要がある。
本事業は、管理運営に係る公園の質や利用者の
利便性の向上について議論することを目的に専
門家を招いた市民会議を開催し、今後の施策に
繋げていくものである。

会年職
員等

0人

実績 － －

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①全5回

②延べ99人

③延べ45人

R5目標

未来会議を通じて市民と行
政のパートナーシップによ
る公園の維持管理方法を模
索し、継続的なボランティ
ア活動の場となるよう基盤
づくりに貢献した。4回



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

300千円

R5予算現額

300千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円 河川課長　遠山　秀仁

R4予算現額

5,921千円

R5予算現額

7,287千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円 河川課長　遠山　秀仁

R4予算現額

80,116千円

R5予算現額

36,035千円

R4正規職員人件
費

0.65 人

5,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円 河川課長　遠山　秀仁

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

令和5年度は、団体数を増やす
ことができなかったが、これ
まで3団体に加入してもらうこ
とができた。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 300千円

①活動団体数

活動団体数

0人

R6目標

H22

12 つくる責任　つかう
責任

- 300千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

多自然の川づくりを推進するため、市民団体等
と協働し、市が指定した河川・水路の区域を対
象として、清掃及び除草、生物の保護、自然の
再生活動等を行う。

会年職
員等

0人

実績 ４団体 ３団体

ふるさとの川再生事業は、年間を通じて水路
の維持管理等を団体にお願いすることとな
り、通常のアダプト事業よりも団体にかかる
負担が大きいため、参加していただける団体
が少ない。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①３団体

R5目標 R5実績

加入団体を増やすため、河川の保全活
動に取り組んでいる団体の活動状況
と、活動箇所の整備状況について調査
を行う。

R5その他職員従
事割合

４団体 ３団体
草刈り等を行い、水流れ
の保全に努めた。
また、ホタル等の生物の
保護に努めた。

会年職
員等

４団体

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへの
要望があることから、市との協働による多自然の
川づくりを行う活動団体数を指標とする。 加入団体が市に提出する書類につい

て、作成のサポートを行った。

ふるさとの川再生
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

桜並木と遊歩道の維持管理を中心に進
めていくが、老木化、大木化している
桜が多いため、倒木への対策も講じて
いく。

R5その他職員従
事割合

965ｍ 965m

成果指標の目標を達成した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H30

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 5,892千円

①東川桜枝剪定

東川桜枝剪定延長

Ｒ2年度までは、東川遊歩道整備延長を指標として
いたが、Ｒ2年度で遊歩道整備が完了したため、Ｒ
3年度からは、東川桜枝剪定延長を指標としてい
る。

桜並木について、東川への影響を考慮
し、水面近くまで垂れ下がっている枝
の剪定を実施した。

東川桜舞う遊歩道
事業（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 12 つくる責任　つかう

責任
河川法 7,283千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境整
備の一環として、本市にとって重要な観光資源
である東川沿いの桜並木（旭橋から柳瀬川合流
点）及び遊歩道について、継続的に維持管理を
行っていくものである。

会年職
員等

0人

実績 1,120ｍ 1,120ｍ

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①965m

R5目標

桜の剪定等を行い、桜並
木の保全に努めた。

1,635m

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成した。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 51,713千円

①砂川堀散策路整備

砂川堀散策路整備延長

0人

R6目標

R元

12 つくる責任　つかう
責任

所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画 30,915千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「水とみどりがつくるネットワーク」を構成す
る河川の一つである砂川堀の貴重な水とみどり
を保全し、その自然を知り親しめる散策路を整
備するものである。
また、立ち枯れ、倒木の危険等がある河川敷内
樹木について、剪定・伐採を行う。

会年職
員等

0人

実績 600ｍ 523.74m

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0m

R5目標 R5実績

今後の散策路整備においては別途散策
路用地が必要となるため、用地取得を
実施しながら事業を進めていく。

R5その他職員従
事割合

0m 0m

ウッドチップによる歩き
やすい散策路を整備し
た。会年職

員等
70m

安全に通行できる散策路整備を進めるため、地元
住民や水辺のサポーター制度に登録されている団
体等と意見を交換しながら、事業を進めていく。

整備済みの散策路において、市民が快
適に散策できるよう、除草を実施し
た。

砂川堀水辺保全・
散策路整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

577千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円 河川課長　遠山　秀仁

R4予算現額

65,100千円

R5予算現額

60,000千円

R4正規職員人件
費

0.46 人

3,681千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.41 人 評価者

～ 3,313千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

R4予算現額

17,883千円

R5予算現額

17,752千円

R4正規職員人件
費

5.51 人

44,091千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

5.13 人 評価者

～ 41,456千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

423
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

事業の目的や価格の算出方法などを、
相手方に丁寧に説明し、ご理解いただ
けるように努める。

R5その他職員従
事割合

968㎡ 0㎡

用地を取得できなかったた
め。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

優先 自治事務 0千円

①取得面積

取得面積
用地取得事業であるため、取得面積を目標とす
る。 用地の取得範囲について要件を定め、

該当する場合は、対象となる土地の全
部を取得できることとした。

みどり映える水辺
保全用地取得事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を
土地収用法 192千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

河川や水路の自然河岸が洗掘等により崩れるな
どした場合、これまでは護岸の整備により治水
対策を行ってきたが、工事により河畔林等の貴
重な自然が失われることがあった。
本事業は、治水と生物多様性の環境保全を両立
するため、護岸の整備に替えて用地を取得する
ことにより、自然河岸を後世に残し、みどり豊
かな水辺を保全するものである。

会年職
員等

0人

実績 ― ―

対象地の不動産鑑定を行い、相手方に価格を
提示したが、交渉が不調となり用地の取得に
至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0㎡

R5目標

護岸の工事を行わないこと
により、自然河岸を残すこ
とにつながる。

0㎡

431

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

世界最大の資源物輸入国であ
る中国の輸入規制に加え、世
界的な新型コロナウイルス流
行の影響で、リサイクル業界
は依然として厳しい状況に置
かれている。
加えて市内での資源物の持ち
去り等の事案も発生してお
り、従来の啓発活動だけでな
く、事業を存続させる対策が
必要である。

R5年度に改善した点
12 つくる責任　つかう

責任
重要 自治事務 53,793千円

①集団資源回収量

②登録団体数

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

0人

R6目標

H3

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団資源回収
事業報償金交付要綱 49,964千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、
子ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、
段ボール、古布、アルミ缶・スチール缶、紙
パック、生きびん）を集団資源回収事業取扱業
者に引き渡す活動に対し、市は資源物1kgあたり
6円（生きびんは1本当たり6円）の報償金を交付
し、ごみの減量と資源化の推進を図る。

会年職
員等

0人

実績 13.0% 11.1%

新型コロナウイルス感染症拡大による活動自
粛や少子高齢化による団体の解散等により、
資源物の回収量が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①  8,327t

②  435団体

R5目標 R5実績 古紙市況が悪化し、協力業者の廃業や
団体の撤退が危惧されるため、団体・
協力業者双方への支援を行い事業継続
と廃棄物の減量を図る。
資源物の持ち去りについては、古紙回
収業者とも連携して警備等を行い、市
民が安心して古紙を出せるように対応
を行う。

R5その他職員従
事割合

13.0% 11.3%

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。会年職

員等
13.0%

431

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

集団資源回収にて回収される資源物の割合が増え
ることで、行政回収の負担が減ることから、集団
資源回収率を指標とする。
なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本計画
の参考値に基づく。

古紙回収業者と連携し、不定期で資源
物持ち去りの警備を実施した。

集団資源回収報償
金交付事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

東部クリーンセンターへの再生家具の
回収量について、さらなる確保を依頼
していく。

参考：5年度粗大ごみ回収量
　　　東部CC 291点　西部CC 776点

R5その他職員従
事割合

1,700点 1,798点

不要になった綺麗な家具はイ
ンターネットで簡単に取引出
来るようになっているので再
生出来るような家具の搬入が
減ってきている中で、頒布出
来る再生家具に修繕し目標点
数を上回っている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

6人

R6目標

H29

13 気候変動に具体的な
対策を

重要 自治事務 15,216千円

①粗大ごみ収集点数

②再生可能家具の収集点数

再生家具の展示点数

再生可能な家具を資源物として活用した点数
で示すことにより、ごみの減量成果がわかり
やすくするため、数値は前年度の実績を基に
している。

リサイクルふれあい館の工房にて家具
の修復して再生家具の小型家具の再生
に力を入れ頒布点数を増やした。
また、東部クリーンセンターからの持
ち込み家具が増加した。

粗大ごみリユース
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 16,284千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民サービスの向上とリユースの推進を図るた
め、東西クリーンセンターにおいて実施してい
た粗大ごみ収集事業をリサイクルふれあい館に
おいて一元化し、「もったいないの心」推進事
業の一環として実施していた「再生可能な家具
の回収業務」も付加することにより、粗大ごみ
の収集から再生・頒布、廃棄までを一体的に行
う。

会年職
員等

6人

実績 1,600点 1,721点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①26,793点

②1,501点

R5目標

ごみとして処分される家具
類を資源としてリユース・
リサイクルをし市民に還元
出来、地球温暖化防止に貢
献した。

1,770点



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

9,979千円

R5予算現額

10,002千円

R4正規職員人件
費

1.00 人

8,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.25 人 評価者

～ 10,101千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

R4予算現額

5,627千円

R5予算現額

5,461千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

R4予算現額

7,637千円

R5予算現額

6,034千円

R4正規職員人件
費

0.55 人

4,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.72 人 評価者

～ 5,818千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

431

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

粗大ごみの搬入量が減少して
いることは、ごみ自体が減少
していることなので良いこと
だが、リユース、リサイクル
の観点からみると成果が出せ
ていない。

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
重要 自治事務 8,876千円

①再生家具頒布申込者数

②東所沢エコステーション
利用者数

③不用品登録者数

再生家具頒布申込者数
東所沢エコステーション利用者数
不用品登録者数

5.35人

R6目標

H15

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース品頒布
事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要綱 10,382千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・
資源化に取り組むとともに、循環型社会の形成
のための3Rのひとつであるリユース及びリサイ
クルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家
具を手直しした後、館内で展示のうえ抽選で月
２回頒布。小型家具については常設頒布。②東
所沢エコステーションにて市民から持ち込まれ
る資源物を受け付けている。③不用品登録：
「もとめます」「ゆずります」として登録され
た品物の情報提供

会年職
員等

5.35人

実績 24,000人 22,594人

市民から回収依頼があり、粗大ごみとして回収さ
れた家具等で、再生可能な品が減っている。

参考：R4 1,717点
　　　R5 1,501点

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①小型家具 907人
大型家具 5,593人

②15,362人

③6人

R5目標 R5実績

住宅環境の変化により、作り付けの家
具が増えたことなど、粗大ごみの回収
量は減っている。そのため、廃棄する
家具の中から一部の部品を抜き出し別
の家具に使用してできる限り多くの家
具を再生させるよう努めていく。

R5その他職員従
事割合

23,000人 21,868人
家具類をごみとして処分す
るのではなく、貴重な資源
としてリユース、リサイク
ルを行うことにより、地球
温暖化防止に貢献した。

会年職
員等

21,000人

431

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

「もったいないの心推進事業」において、再生家
具の申込者、資源物の持ち込み者数などを数値化
することにより、わかりやすい設定と考える。数
値の根拠は、前年度の実績をもとに算出してい
る。

東部クリーンセンターからリサイクル
ふれあい館へ搬出される粗大ごみの量
が格段に増加した。

参考：R4 5点
　　　R5 291点

もったいないの心
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

各種講習会の講師をボランティアの方
が受け持ってくださっているが、徐々
に高齢化してきているので、ボラン
ティアの方同士で勉強会を行い、技術
の伝承をしてもらっている。

R5その他職員従
事割合

60,000人 64,984人

新型コロナウィルス感染症の
終息に伴い、３Ｒ講習会や各
種イベントが再開され、昨年
に比べ参加者数が格段に増加
した。
しかしながら、家具類の回収
量が減少していることから、
家具の再生方法を工夫し、頒
布数が増加するように、家具
類の確保に努める必要があ
る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

1.05人

R6目標

H15

13 気候変動に具体的な
対策を

重要 自治事務 5,776千円

①リサイクルふれあい館及
び東所沢エコステーション
来館者数

②講習会参加者数

リサイクルふれあい館の来館者数は、正面玄
関の自動ドアカウンターによる。講習会参加
者数は、３Ｒ講習会、包丁研ぎ講習会、生ご
み減量講習会による。

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリ
ユース、リサイクル品の引き取り場所である
東所沢エコステーションについて、一人でも
多くの市民に施設の存在を知ってもらい、利
活用していただくことが目的であることから
実績を基にしている。

新型コロナウィルス感染症の終息に伴
い、各種講習会、講座を拡大し、参加
者の増大につながっている。

もったいないの心
啓発事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう
所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物の減量及
び適正処理に関する条例 5,328千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館
内展示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解
説で環境学習を充実する。②催事の企画開催
（エコロまつり、エコロ市、出張エコロ市）等
による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティバ
ル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展
示のほか、ホームページや情報誌発行による情
報提供の研究。⑤暮らしの中で3R（Ｒeduceリ
デュース＝発生抑制、Ｒeuseリユース＝再使
用、Recycleリサイクル＝再生利用）を実践する
ための場として、おもちゃの病院や傘修理、各
種講座等の開催。

会年職
員等

1.05人

実績 60,000人 63,388人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①64,536人

②448人

R5目標

多くの市民に3Rについて
知ってもらうことで、市民
一人一人の環境意識の向上
に貢献した。

60,000人

432

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

生ごみ処理機奨励金について
は、関心が高まっているた
め、今後制度を整備していく
必要がある。

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
優先 自治事務 5,359千円 ①生ごみ減量講習会開催数

及び参加者数

②水切りダイエット及び生
ごみ減量チラシの配布人数

③生ごみ減量化・資源化推
進奨励金交付人数

生ごみ減量講習会参加人数及び水切りダイ
エット配布人数及び生ごみ減量化・資源化推
進奨励金交付人数

0.1人

R6目標

R4

14 海の豊かさを守ろう
循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所
沢市生ごみ減量化・資源化を推進するための奨励に関する要綱 3,350千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、家庭から出る燃やせるごみの約4割と
いわれる生ごみを減量するため、家庭で簡単に
できる生ごみ処理の方法について普及啓発を図
り、購入金額の3分の2、20,000円を限度に奨励
金を交付する。
さらに、イベント等を通じて生ごみ削減の啓発
品やチラシを配布する。

会年職
員等

0人

実績 5,000人 5,134人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3回　16人

②6,617人

③171人

R5目標 R5実績

生ごみ減量講習会について、多くの参
加を得られるよう講座内容の見直し
や、さらなる周知の徹底に努めてい
く。
また、生ごみ処理機の普及を図るた
め、奨励金の確保に努めていく。

R5その他職員従
事割合

6,000人 6,788人
水切りダイエット、生ごみ
処理機を使用してもらうこ
とで生ごみの水分を減ら
し、ひいては減量につな
がっている。

会年職
員等

4,500人

生ごみの約7割から8割は水分と言われている。家
庭から出る生ごみの水分を少なくしてもらうよ
う、生ごみ減量講習会を開催し、各家庭で実践し
てもらう。またイベント等で水分を取る器具（水
切りダイエット）を配布して、生ごみ減量の周知
を図る。更に生ごみ処理機奨励金を交付すること
で生ごみの減量に高い意識を持ってもらう。

新型コロナウィルス感染症の終息に伴
い、生ごみ減量講習会の開催回数を増
やした。

チャレンジ生ごみ
減量推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

12,078千円

R5予算現額

7,267千円

R4正規職員人件
費

0.76 人

6,082千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.76 人 評価者

～ 6,142千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

R4予算現額

601,232千円

R5予算現額

1,025,689千円

R4正規職員人件
費

7.75 人

62,016千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

5.25 人 評価者

～ 42,425千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

R4予算現額

0千円

R5予算現額

9,477千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.35 人 評価者

～ 18,990千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

433

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績 ごみ減量・資源化施策については、広
く市民及び事業者へ周知し、理解を求
めながら取組を進めていくことが不可
欠である。
今後は、「所沢市一般廃棄物処理基本
計画」を改定版に基づき、所沢市廃棄
物減量等推進審議会において施策につ
いて引き続き議論していく。

R5その他職員従
事割合

５回開催 ５回開催

一般廃棄物処理基本計画の改
定について、年度を超えて、
慎重かつ丁寧な審議を行って
おり、今後の目標、施策等に
ついて、十分な議論を行うこ
とができている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R3

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

最優先 自治事務 11,632千円

①審議会開催日数

所沢市廃棄物減量等推進審議会の年間開催日
数

ごみの減量・資源化方策を審議する、所沢市廃棄
物減量等推進審議会の開催日数を指標とした。 会議傍聴人について、全ての傍聴希望

者が傍聴できるよう柔軟に審議会の許
可をとるよう配慮した。

一般廃棄物減量化
方策推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般廃棄物処
理基本計画（令和元年改訂版） 576千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

14 海の豊かさを守ろう

平成28年度までは順調に減少してきた本市のご
み量は、平成29年度以降、減少率が鈍化傾向と
なっていることから、所沢市廃棄物減量等推進
審議会において、生ごみの減量やプラスチック
ごみの削減、経済的インセンティブによるごみ
減量及び資源化施策などの様々な取り組みにつ
いて審議しているところである。

会年職
員等

0人

実績 ６回開催 ５回開催

令和４年度の審議会においては、一般廃棄物
処理基本計画の改定について諮問していると
ころであるが、年度内に改訂内容がまとまら
ず、令和５年度も引き続き議論することとな
り、答申が行われなかったことによるもの。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①５日

R5目標

循環型社会の形成を目指し
て、ごみ減量・資源化方策
の検討を進めた。

５回開催

433

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

最終処分場建設工事について
は、目標としていた出来高に
到達することが出来た。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 465,965千円

①最終処分場建設工事の進
捗率

最終処分場建設工事の進捗率

0.8人

R6目標

H11

11 住み続けられるまち
づくりを廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量

及び適正処理に関する条例 947,118千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分につい
ては、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄
物最終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物
最終処分場は平成17年3月末日をもって埋立が終
了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分
場へ搬出していることから、自区内処理の原則
に基づき、市内に新たな一般廃棄物最終処分場
を整備する事業である。

会年職
員等

1人

実績 0% 0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13％

R5目標 R5実績

令和６年度には、最終処分場建設工事
の大部分を施工することから、引き続
き建設事業者等の関係者との連携を密
にし、遅滞なく工事を進める。

R5その他職員従
事割合

13% 13%
廃棄物の適正な処理のた
め、建設工事を進めること
により、循環型社会の形成
の推進を図った。

会年職
員等

76%

433

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分場を
整備する必要があるため、各段階における成果指
標を設定した。
令和5年度に最終処分場建設工事を開始したことか
ら、事業進捗に伴う、工事の進捗率を成果指標と
した。

建設工事が始まり、工程に遅れが生じ
ないよう、建設事業者等の関係者と密
に連携を図った。

第2一般廃棄物最終
処分場整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

関係する地域住民と適宜協議し、引き
続き理解を得ながら進める。

R5その他職員従
事割合

15% 10%

R7

令和5年度より事業化し、処分
場南側道路の拡幅整備・アン
ダーパス改修について、設計
委託業務等を進めることが出
来た。
一方、中野川沿いの通路の設
置について、測量業務が実施
できなかった。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.8人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

最優先 自治事務 0千円 ①処分場南側道路の拡幅整
備[5段階：設計（R5)・工
事・測量・設計・工事）]
②アンダーパス改修[2段
階：測量設計（R5)・工事]
③中野川沿いの通路の設置
[4段階：測量(R5)・用地取
得・設計・工事]

周辺整備7項目の20段階の進捗状況
平成31年に2自治会から周辺整備について多数要望
があった内、7項目の整備完了を、成果指標とし
た。

多数ある要望項目を整理し、関係する
地域住民の意向確認や関係機関との協
議を適宜行った。

第2一般廃棄物最終
処分場整備に伴う
周辺整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

下水道法、道路法等 4,840千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　令和７年度の供用開始を目指し整備を進めて
いる第２一般廃棄物最終処分場の周辺地域（大
字坂之下地区、大字南永井地区）について、生
活環境の向上を図る観点から、都市基盤の整備
等を図るものである。

会年職
員等

0人

実績 0% 0%

中野川沿いの通路の設置について、地権者よ
り、土地への立ち入り許可が得られず、測量
業務が実施できなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1/5（設計：済）

②1/2（測量設計：済）

③0/4（測量：未）

R5目標

設計等を進めることによ
り、生活環境の向上を図っ
た。

35%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

ー

R5予算現額

5,000千円

R4正規職員人件
費

ー

ー どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

R4予算現額

1,445,806千円

R5予算現額

1,468,713千円

R4正規職員人件
費

3.15 人

25,206千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.55 人 評価者

～ 20,607千円
東部クリーンセンター所長
大舘 正

R4予算現額

1,080,047千円

R5予算現額

931,041千円

R4正規職員人件
費

1.15 人

9,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.95 人 評価者

～ 7,677千円
西部クリーンセンター所長
池田康徳

433

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

隣接する入間市とのごみ共同
処理施設の整備の可能性につ
いて、年度を超えて、慎重か
つ丁寧な審議を行っており、
施策のあり方について、十分
な議論を行うことができてい
る。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
最優先 自治事務 ー

①幹事会開催日数

②検討会開催日数

③行政視察

所沢市・入間市ごみ共同処理施設整備検討会
の幹事会、検討会、行政視察、事前打ち合わ
せの年間開催日数

0人

R6目標

R5

13 気候変動に具体的な
対策を

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 4,345千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

14 海の豊かさを守ろう

西部クリーンセンターが令和14年度以降に施設
の更新時期を迎えるため、隣接する入間市との
ごみ共同処理施設の整備の可能性について検討
を進めるものである。

会年職
員等

―

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①６回

②１回

③２回

R5目標 R5実績

ごみ共同処理施設の整備の可能性につ
いて判断するため、どの程度の焼却
量、どのような施設が必要か整理し、
広域化のメリット・デメリットについ
て調査を行う等、引き続き議論してい
く。

R5その他職員従
事割合

１０回 １５回 サーキュラーエコノミーに貢
献し、ごみ処理における温室
効果ガスのゼロを目指すとと
もに、最小限の焼却処理を行
うことを基本的な理念とし
て、ごみ共同処理施設整備の
可能性の検討を進めた。

会年職
員等

６回

433

環境
ク

リー
ン部

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

所沢市、入間市のごみ共同処理施設の整備の可能
性を協議する、所沢市・入間市ごみ共同処理施設
整備検討会の会議等の開催日数を指標とした。 R5年度新規事業

一般廃棄物処理施
設検討事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

令和7年度から、直営で行っている計量
受付業務を委託化し、家庭ごみ等受入
業務のすべてを長期包括運営事業者が
行うことから、業務の実施状況につい
てモニタリングなどにより確認を行
う。

R5その他職員従
事割合

0回 0回

成果指標の目標値を達成して
おり、事業の目的である安定
した質の高い施設運営を実施
した。
また、令和5年度から開始した
家庭ごみ等受入業務委託につ
いて、適切に業務の引き継ぎ
を行うと共に、業務開始後は
モニタリングと必要に応じた
指導を実施した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H26 R17

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

優先 自治事務 1,422,985千円
①長期包括運営業務

②家庭ごみ等受入業務委託
の開始

③長期包括運営モニタリン
グ業務

長期包括運営事業の施設運営に起因する計画
外のごみ受入れ停止回数

長期包括運営事業における適正かつ安定した
施設運営を目標とする。

これまで直営で行っていた家庭ごみ等
受入業務のうち、プラットホームでの
受入作業を長期包括運営委託に追加
し、市民サービスの維持・向上を図り
円滑な施設運営をおこなった。

東部クリーンセン
ター長期包括運営
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 1,448,941千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

安定した質の高い施設運営や用役調達コストの
削減を図るため、東部クリーンセンターにおい
て、施設の運転管理、用役調達、点検補修等の
施設運営業務を包括的に委託する。

会年職
員等

0人

実績 0回 0回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①長期包括委託による安定
した施設運営を実施した。
②家庭ごみ等受入業務委託
を円滑に開始した。
③モニタリング業務委託及
び職員による履行状況の確
認により、運営状況が良好
であることを確認した。

R5目標

ごみ焼却熱を利用した発電
電力を場内で使用すると共
に、場内使用量を超える電
力を売電し、温室効果ガス
排出量の削減に寄与した。
また廃棄物を適正に処理し
た。0回

433

環境
ク

リー
ン部

西部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

受託事業者の経営能力や技術
能力を活用することにより、
運転維持管理や点検・整備な
ど施設を効率的に運営するこ
とができた。また、補修工事
や薬品・用役などの調達・管
理に係る施設の維持管理経費
を低減させることができた。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
優先 自治事務 1,066,378千円

①長期包括運営業務

②長期包括運営モニタリン
グ

長期包括運営事業の施設運営に起因する計画
外のごみ受入れ停止回数

0人

R6目標

H28

11 住み続けられるまち
づくりを

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 900,278千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
13 気候変動に具体的な

対策を

安定した質の高い施設運営や用役等調達コスト
の削減を図るため、西部クリーンセンターにお
いて、施設の運転管理、用役調達、点検補修等
の施設運営業務を包括的に委託する.

会年職
員等

0人

実績 0回 0回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①長期包括運営業務委託に
よる安定した施設運営を実
施した。

②モニタリング業務委託及
び職員による履行状況の確
認により、運営状況が良好
であることを確認した。

R5目標 R5実績

今後は、人件費・燃料費等の高騰が危
惧されるが、引き続きモニタリング業
務を活用しながら、施設全体の維持管
理など適切な運営状況であることを確
認する。

R5その他職員従
事割合

0回 0回 ごみ焼却熱により発生する
温水を場内で使用する空調
設備等に利用することで温
室効果ガス排出量の削減に
寄与した。また廃棄物を適
正に処理した。

会年職
員等

0回

長期包括運営事業における適正かつ安定した
施設運営を目標とする。

焼却施設では、６成分分析計、誘引送
風機インバーター盤の設備の更新を行
い、破砕ごみ搬送コンベアの修繕を
行った。また、焼却炉内の耐火物の補
修修繕を行うなど、それぞれ老朽化し
た設備の予防保全を実施し、急な故障
による焼却停止が起きることがないよ
うに改善を施した。

西部クリーンセン
ター長期包括運営
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

R14



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

86,430千円

R5予算現額

64,920千円

R4正規職員人件
費

46.17 人

369,452千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

50.85 人 評価者

～ 410,919千円
収集管理事務所
所長　　川原　利和

R4予算現額

1,471千円

R5予算現額

1,099千円

R4正規職員人件
費

6.18 人

49,452千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

6.25 人 評価者

～ 50,506千円
収集管理事務所
所長　　川原　利和

R4予算現額

876,920千円

R5予算現額

884,235千円

R4正規職員人件
費

2.00 人

16,004千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.05 人 評価者

～ 16,566千円
収集管理事務所
所長　　川原　利和

433

環境
ク

リー
ン部

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

本事業は、家庭から排出されるごみの
分別による資源物の有効活用を促進
し、循環型社会の確立を目指すもので
あり、市民の理解と協力が必要である
ことから、ごみの分別についての啓発
や指導を引き続き行っていく。

R5その他職員従
事割合

23,635円/t 26,833円/t

燃料費高騰や鉄等の資材高騰
が続いているため、省燃費に
つながるようエコドライブを
心掛けると共に、車両修繕を
減らすため始業点検やこまめ
なグリスアップを行うなど、
車両の延命を図り経費削減に
努めていきたい。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

5人

R6目標

S26

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 72,084千円

①年間ごみ収集量

②年間経費

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

生活ごみの効果的な収集を目的としているので、
１トンあたりの収集に係る経費を指標とする。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

ペットボトルの分別や使用状況の悪い
ごみ集積所にごみの排出方法について
のポスターを貼るなどして、市民への
啓発活動を行った。

ごみ収集事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 62,442千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出され
た廃棄物の適正処理及び再資源化により、公衆
衛生環境の向上及び循環型社会の確立を実現す
るため、ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行
う。また、これに伴うごみ集積所の設置・維持
管理についての指導及び清掃車両の整備並びに
ごみ集積所情報管理システムの運用管理を行
う。

会年職
員等

1.05人

実績 22,221円/t 23,635円/t

職員人件費の増に加え、燃料費の高騰や、鉄
等の資材が高騰したことで車両修繕費が増額
したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①17,641ｔ

②473,361千円

R5目標

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献し
ている。

26,833円/t

433

環境
ク

リー
ン部

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

利用を終了する世帯数につい
ては予測できないものの、利
用開始世帯については、潜在
的な需要が見込まれている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,226千円

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数

年間利用世帯

0人

R6目標

H17

11 住み続けられるまち
づくりを

所沢市ふれあい収集実施要綱 1,022千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみ
を自らごみ集積所に出すことが困難な市民の生
活環境の向上及び安全確保のため、当該事業利
用者宅の戸口において直接ごみの収集を行う。
さらに、希望者には、声かけを行い安否確認を
行う。

会年職
員等

0.3人

実績 750世帯 742世帯

施設入所や家族との同居または逝去等の理由
により、利用開始した世帯よりも終了した世
帯が多かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①736世帯

②750世帯

R5目標 R5実績

今後、「ふれあい収集」の利用者の増
加が見込まれることから、担当者の育
成をはじめ、社会情勢の変化へ臨機応
変に対応できるよう、「ふれあい収
集」に関わる人員体制について検討し
ていく。

R5その他職員従
事割合

750世帯 736世帯 高齢者など自らごみ集積
所にごみを出すことが困
難な市民の生活環境の向
上と安全確保に貢献して
いる。

会年職
員等

750世帯

433

環境
ク

リー
ン部

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

当制度について周知・啓発し、利用拡大を図るた
め、年間利用世帯数とする。
目標としては、年間利用予定世帯数を目的とし
た。

希望者へは安否確認を行っているた
め、事業内容には福祉的な側面が強
い。そのため、より細やかな対応や利
用者の緊急事態に対応出来るよう研修
を行った。

ふれあい収集事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

　安定的な収集運搬体制を維持すると
ともに、本業務の委託率を維持できる
よう安全で効率的、かつ、遅滞なく業
務に取り組むよう指導し、サービスの
向上に努めていく。

R5その他職員従
事割合

70.0% 70.0%

安定的な収集運搬体制が維持
できていると判断する。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H17

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 876,920千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数

民間事業者への委託割合
委託地区の世帯数/市内の全世帯数

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上を図
るため、安定的な収集運搬体制を確保する必要が
ある。
また、現業職員不補充であり、計画的に委託拡大
を図ることが重要であることから、委託割合を指
標とした。

　所沢市で大規模災害が起きた場合を
想定し、委託業者と協働して対応する
ため、大規模災害時における所沢市収
集管理事務所業務マニュアルを作成
し、令和６年４月１日付で適用した。

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量
及び適正処理に関する条例 884,235千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

将来にわたり安定した収集体制を維持するため
民間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆
衛生の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基
づき委託地区内のごみ集積所に出したごみを委
託業者が収集し、東部・西部クリーンセンター
等に運搬する。

会年職
員等

0.3人

実績 70.0% 70.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①41,430t

②257日

R5目標

生活に伴って排出される
家庭ごみを安定的に収集
運搬することは、生活の
基盤に不可欠なものとし
て貢献している。

70.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,906千円

R5予算現額

2,080千円

R4正規職員人件
費

0.74 人

5,921千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.74 人 評価者

～ 5,980千円 環境対策課長　三浦　直子

R4予算現額

22,901千円

R5予算現額

24,632千円

R4正規職員人件
費

0.73 人

5,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円 環境対策課長　三浦　直子

R4予算現額

5,189千円

R5予算現額

5,247千円

R4正規職員人件
費

0.32 人

2,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.33 人 評価者

～ 2,667千円 環境対策課長　三浦　直子

441

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 1,614千円

①行政によるばい煙測定実
施事業所

②基準適合事業所数

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率
（行政によるばい煙測定実施事業所数/基準適
合事業所数×100）

0人

R6目標

S59

12 つくる責任　つかう
責任大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢市ダイオ

キシン類等の汚染防止に関する条例 1,815千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令
に基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排
出状況の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の
実施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生
施設や規制基準の適合状況が思わしくない事業
所への立入検査の実施④規制基準に適合しない
事業所等への改善指導また、規制対象事業所へ
の立入検査により、各施設から排出される汚染
物質を削減し、大気汚染を防止する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6事業所

②6事業所

R5目標 R5実績

今後も、立入検査を継続することで、
事業者の環境意識の向上を図ってい
く。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
ばい煙の排出状況の把握
により、大気汚染防止に
係る環境施策の参考と
なった。

会年職
員等

100.0%

441

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

規制対象事業所への立入検査により、各施設
から排出される汚染物質を削減し、大気汚染
を防止することが当該事業の目的となってい
るため、行政測定を行うばい煙に係る排出基
準適合率を指標とする。

立入検査にて指導対象事業所に対し、
指導通知を渡すだけではなく、改善策
を提案し、指導項目の削減につながる
よう取組を促した。

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

今後も、引き続き施設管理をしつつ、
環境省が定める「事務処理基準（平成
13年5月21日付環境省環境管理局長通
知、令和5年11月9日改正）」及び「環
境大気常時監視マニュアル」に従い、
常時監視を実施する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

S60

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 法定受託事務 21,785千円

①有効調査項目

②調査項目数

有効項目率
（有効調査項目数/調査項目数×100）

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計
測・調査を行うことが目的となっているた
め、有効調査項目率を指標とする。
目標値は、前年度維持を目標とする。

機器の不具合により測定値が不安定で
あった航空公園局の気象計を廃止し
た。
測定局を定期的に巡回し維持管理を強
化した。こまめに敷地内の除草や剪定
や雪かき等を行うことで、周辺の景観
維持及び近隣住環境の向上に寄与し
た。

大気汚染状況の常
時監視事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
大気汚染防止法 22,881千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質など
の大気汚染物質について、本事業の法定受託事
務処理基準である「環境大気常時監視マニュア
ル」等に基づき、市内5常時監視測定局（一般
局：東所沢・北野・中富、自排局：航空公園・
和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・
調査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大
気汚染状況を常時監視し、大気汚染防止に係る
施策の基礎資料とする。

会年職
員等

0.15人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①52項目

②52項目

R5目標

大気状況を常時監視するこ
とにより、環境施策の参考
となった。

100.0%

441

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 法定受託事務＋附加 3,724千円

①有効調査項目

②調査項目数

有効項目率
（有効調査項目数/調査項目数×100）

0人

R6目標

H9

11 住み続けられるまち
づくりを

大気汚染防止法 3,816千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
12 つくる責任　つかう

責任

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21
日付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大
気汚染物質測定方法マニュアル」等に基づき、
市内2地点において調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②
調査の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定
値（年統計値を含む。）の確定④調査結果の
国・関係機関・市民等への情報提供

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①34項目

②34項目

R5目標 R5実績

環境省が定める「事務処理基準（平成
13年5月21日付環境省環境管理局長通
知、令和5年11月9日改正）」及び「有
害大気汚染物質測定方法マニュアル」
に従い、今後も引き続き常時監視を実
施する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
大気中の有害大気汚染物
質を測定監視することに
より、直接的なSDGsへの
貢献につながった。

会年職
員等

100.0%

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を
中心として、大気の汚染状況を常時監視する
ことを目的としているため、有効調査項目率
を評価指標とする。
目標値は、前年度同様100％とする。

令和6年度よりクロムの測定方法が変更
となることに伴い、当課の環境支援シ
ステムを改修した。

有害大気汚染物質
等モニタリング調
査事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,488千円

R5予算現額

1,158千円

R4正規職員人件
費

1.14 人

9,122千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.89 人 評価者

～ 7,192千円 環境対策課長　三浦　直子

R4予算現額

6,629千円

R5予算現額

6,717千円

R4正規職員人件
費

0.49 人

3,921千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円 環境対策課長　三浦　直子

R4予算現額

6,240千円

R5予算現額

6,240千円

R4正規職員人件
費

0.80 人

6,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円
資源循環推進課長　山屋　貴
裕

442

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

事業所によっては、排水に詳しい担当
者常駐していないこともある。原則は
抜き打ちであるが、状況に応じて事業
所に連絡を取る等、立入検査を計画的
に実施できるようにしたい。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

計画どおり立入検査を実施し
たため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S62

12 つくる責任　つかう
責任

重要 自治事務 1,606千円

①立入計画事業所数

②立入検査を行った事業所
数

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所数
×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所
の水質規制遵守への関心の向上並びに意識低
下の防止が期待されるため、計画実施率を指
標とする。

前年度に基準超過のあった事業所への
立入検査を早い時期に行い、改善状況
の確認を行った。
また、立入検査時の自主測定結果の確
認を電子化することで、確認時間を短
縮し、立入検査の効率化を図った。

水質規制対象事業
所検査事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

14 海の豊かさを守ろう

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例 1,369千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基
づき、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の
実施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測
定結果について規制基準との適合状況の確認④
規制基準に適合しない事業所等への改善指導。
また、立入検査により各事業所から公共用水域
へ排出される汚濁物質を削減し、水質汚濁を防
止する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①51事業所

②51事業所

R5目標

各事業所からの公共用水域
への水質汚濁を防止するこ
とにより、直接的なSDGsへ
の貢献につながった。

100.0%

442

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

埼玉県及び所沢市が定めた公
共水域測定計画に基づき、市
内主要河川と河川の底質評価
を行っており、成果指標の目
標値を達成することができ
た。
また、月1回の常時監視をする
ことによって、水質汚濁防止
法に係る施策の基礎資料を得
ることができた。

R5年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世

界中に
重要 法定受託事務＋附加 6,286千円

①測定項目

②測定地点

実施項目率
測定項目/計画項目×100

0人

R6目標

S62

14 海の豊かさを守ろう

水質汚濁防止法 6,681千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測
定計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カド
ミウムなどの健康項目等について、市内主要河
川の水質と河川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の
泥）の環境基準項目等を中心として、河川の汚
濁状況を監視し、水質汚濁防止に係る施策の基
礎資料を得ることを目的とする。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①88項目

②13地点・年12回

R5目標 R5実績

河川工事や植物の光合成による突発的
なBOD、pHの値の上昇が見られる。生活
排水由来の水質汚濁も考えられること
から、採水時以外も河川状況の把握に
努める。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
市内主要河川の水質などを
測定・監視することによ
り、環境施策の参考になっ
た。

会年職
員等

100.0%

442

環境
ク

リー
ン部

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

埼玉県及び所沢市が定めた公共水域測定計画
に基づき、市内主要河川の水質と河川の底質
の評価を行うこと、また、河川の汚濁状況を
監視し、水質汚濁防止法に係る施策のための
基礎資料を得ることを事業の目的としている
ため、その実施項目率を指標とする。

環境基準と比べて高い値を示した項目
があった地点については、河川状況の
把握するため、河川のパトロールを実
施した。

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

補助を望んでいても放流先の確保がな
い事案は解決できない。
ポスティング対象地区を変え、広報を
行う。

R5その他職員従
事割合

10件 0件

申請の相談を受けるが、放流
先が無く断念するケースもあ
る。
また、補助を受けても費用負
担が少なくなく、現状の単独
槽でも問題なく生活出来てお
り、必要性を感じていない
ケースも多い。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H5

6 安全な水とトイレを世
界中に

重要 自治事務 666千円

①補助金交付

②広報

補助金交付件数
当市の近年の申請数に照らし合わせると妥当と考
えられる。 放流先が確保出来そうな世帯を洗い出

しポスティングを行うことで申請を
募った。

浄化槽整備補助事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを循環型社会形成推進交付金交付要綱
所沢市浄化槽整備事業補助金交付要綱 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

浄化槽整備の費用について補助金を交付するこ
とにより、生活排水による公共用水域の水質汚
濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向
上に寄与するためである。

会年職
員等

0人

実績 10件 1件

転換の希望があっても放流先が確保できない
等補助要件を満たせない場合がある。
また、設置工事に係る使用者の負担が大きい
ことから合併浄化槽に転換することが進まな
い状況であるため、申請が無かったものと考
える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0件

②補助要件を満たすであろ
う世帯88件のポスティング
及びＨＰにて周知

R5目標

生活排水による公共用水
域の水質汚濁を防止し、
生活環境の保全及び公衆
衛生が向上した。

10件



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

54,352千円

R5予算現額

54,157千円

R4正規職員人件
費

5.00 人

40,010千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

5.25 人 評価者

～ 42,425千円 河川課長　遠山　秀仁

R4予算現額

4,068千円

R5予算現額

4,630千円

R4正規職員人件
費

1.62 人

12,963千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.89 人 評価者

～ 15,273千円 環境対策課長　三浦　直子

R4予算現額

8,730千円

R5予算現額

8,771千円

R4正規職員人件
費

0.78 人

6,242千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.58 人 評価者

～ 4,687千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

442
建設
部

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成した。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 50,060千円

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

要望・通報処理件数

0人

R6目標

S25

13 気候変動に具体的な
対策を

- 48,327千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図る
ため、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・
除草および修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理
の一部を委託する。
４、「水辺のサポーター制度」事業の推進。

会年職
員等

0人

実績 250件 302件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,233m

②332件

③454.95m

R5目標 R5実績

要望や通報に関しては、雨が多く、植
物の成長が早い夏季に多く寄せられる
ことから、要望が集中した際に効率的
に作業を進めていくことが求められ
る。

R5その他職員従
事割合

250件 332件
住民からの要望に速やか
に対応することで、浸水
被害等の防止を図ること
ができた。

会年職
員等

250件

444

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

維持管理の成果を測るには、要望の大部分を占め
る除草や清掃への対応件数を指標とすることが適
しているため。

１件毎に別々であった要望のデータに
ついて、誰でも容易に入力、検索ので
きる要望受付簿のシステムを作成し
た。

河川・水路維持管
理事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

法規制の適用外の事案に関する相談も
増えており、各事案に合わせ、適切で
迅速な解決を目指す。

R5その他職員従
事割合

94.7% 100.0%

公害苦情相談は、相談者の感
覚に起因することが多く、対
応が困難なケースもあるが、
成果指標の目標値を達成する
ことができたため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

1.7人

R6目標

S47

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 3,312千円

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×100）

苦情については、１００％解決が望ましい
が、解決が長期化する案件もある。また、年
度末に受付した苦情については、翌年度に繰
り越さざるを得ないこともあるため、現実的
な目標としている。

各種外部研修等を活用し、事案対応に
ついての知識向上を図った。
公害苦情相談については、実態を把握
し、違反抑止につなげるため、日中の
みならず、夜間パトロールを実施し
た。

公害等苦情相談事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

公害紛争処理法 3,790千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害に係
る苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受
付け、苦情発生源の調査、指導、助言等を行い
解決を図る。

会年職
員等

1.7人

実績 94.4% 98.7%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①９１件

②９１件

R5目標

公害苦情に対応することに
より、住みやすいまちづく
りに向け、役目を果たし
た。

95.0%

444

環境
ク

リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

参加人数は目標に到達しな
かったものの、前年度に比べ
参加者の増加が見られた。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 8,032千円

①ごみ回収実績

②参加人数

環境美化活動における参加人数

１人

R6目標

S57

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領 7,907千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動
を春、秋の年に2回実施することにより、快適な
生活環境を確保する。

会年職
員等

1人

実績 49,762人 40,040人

自治会・町内会未加入の問題や構成員の高齢
化も原因の一つと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①64.86t

②41,192人

R5目標 R5実績

参加人数の増加を図るため、市民への
周知方法としてポスター、チラシのデ
ザインを改善するとともに、広報、
ホームページ等での周知についても改
善を図る。

R5その他職員従
事割合

50,346人 41,192人

快適な生活環境に対する関
心と理解を深め、実践的活
動を行った。会年職

員等
50,755人

世帯数×3割×1回
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

環境美化用の集積所は、基本的に位置
を変えたりしないが、自治会の特別な
事情によっては、可能な限り一時的に
柔軟な対応を行った。

「環境美化の日」
市内一斉美化清掃
活動事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

12,750千円

R5予算現額

12,555千円

R4正規職員人件
費

0.80 人

6,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,061千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R4予算現額

1,206千円

R5予算現額

1,222千円

R4正規職員人件
費

1.72 人

13,763千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.72 人 評価者

～ 13,899千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R4予算現額

19,154千円

R5予算現額

15,444千円

R4正規職員人件
費

0.41 人

3,281千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.46 人 評価者

～ 3,717千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

444

環境
ク

リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

各地区の活動支援を、今後も引き続き
必要な情報提供等を行っていく。

R5その他職員従
事割合

6回 4.2回

目標には至らなかったとはい
え、前年度とほぼ同様な実績
に留めることができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

1人

R6目標

Ｈ８

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 11,874千円

①委嘱人数

②事業参加延べ人数

環境推進員１人あたりの活動回数
環境推進員それぞれが2ヶ月に1度程度の活動を行
うと期待したもの。 市民フェスティバルにおいて、専用

ブースを設け、拡充したリユース促進
啓発を行った。

環境推進員活動促
進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市環境推進員設置要綱 12,244千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しようごみ減量・リサイクル・および地域での環境美
化を推進し、市民の環境保全に対する意識を高
め、理解を深めることにより、健康で潤いのあ
る生活環境を作る。

会年職
員等

1人

実績 6回 4.6回

自治会・町内会の未選出問題や構成員の高齢
化によるのも原因の一つと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,056人

②4,487人

R5目標

環境保全に対する関心と理
解を深め、実践的活動を
行った。

6回

444

環境
ク

リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

土地所有者および管理人の連
絡先を丁寧に調べ、連絡をと
ることに成功し、指導効果を
高めることができた。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 690千円

①指導箇所

②改善箇所

③改善率

指導効果

1人

R6目標

S44

所沢市あき地の雑草除去に関する条例 937千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂する
と、火災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不
法投棄などの原因になることから定期的にあき
地の雑草繁茂状況を調査し、繁茂状況により土
地の所有者（管理者）に対し、雑草の除去を行
うよう指導する。

会年職
員等

1人

実績 100.0% 78.7%

①土地所有者および管理人が不明、②生活困
窮などのため除草費用が捻出できないことに
よる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①79箇所

②69箇所

③87.3%

R5目標 R5実績

生活困窮を理由に雑草の除去を積極的
に行おうとしないケースが増えてきて
いる。自宅訪問回数を増やし、除草費
用が捻出ができないほどの生活困窮で
あるのかを確認したい。

R5その他職員従
事割合

100.0% 87.3%

害虫の発生を抑制し、環境
保全に努めた。会年職

員等
100.0%

444

環境
ク

リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

改善箇所÷指導箇所
指導文書の送付に加え、土地所有者の
自宅訪問も行った。

あき地の雑草除去
指導事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

引き続き安定した業務サービスができ
るように努める。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

成果指標の目標は達成してお
り、継続的な成果が得られて
いる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S46

6 安全な水とトイレを世
界中に

重要 自治事務 13,386千円

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

委託業者が昨年度から変更になったの
で、一年間問題無くくみ取り業務円滑
に進むよう、委託先及び衛生センター
等の関係機関と緊密に連携を図った。
また、毎月の業務報告に合わせた適切
な履行確認、及び、年度２回の現地履
行確認を行った。

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例 14,768千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低
下によりあふれてしまうことを防ぐため、た
まった生活廃水のくみ取りを行うことにより、
周辺の衛生的な生活環境を保持する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①750件

②1,710,480ℓ

③1,026,288円

R5目標

生活廃水を適正処理するこ
とにより、地下水や河川水
の汚染を防止した。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

4,446千円

R5予算現額

4,691千円

R4正規職員人件
費

1.13 人

9,042千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.13 人 評価者

～ 9,132千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R4予算現額

4,484千円

R5予算現額

1,831千円

R4正規職員人件
費

1.21 人

9,682千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.83 人 評価者

～ 6,707千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R4予算現額

2,267千円

R5予算現額

2,328千円

R4正規職員人件
費

0.34 人

2,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円 環境対策課長　三浦　直子

444

環境
ク

リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢狂犬病予防協会や市内動
物病院と連携して集合狂犬病
予防注射や注射済票仮交付を
行い、犬の飼い方教室の開催
や広報による啓発活動などの
実施により、ある程度の結果
は残せたが、7割の接種率だっ
たため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 4,229千円

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率

1人

R6目標

H12

11 住み続けられるまち
づくりを

狂犬病予防法 4,262千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を
防ぐため、市内で飼育されている犬の情報を登
録し、狂犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札
および注射済票の交付を行うとともに、所沢狂
犬病予防協会や市内動物病院と連携して集合狂
犬病予防注射や注射済票仮交付を行うことで、
予防注射接種率の向上を図っている。

会年職
員等

1人

実績 100.0% 72.4%

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を摂
取しても注射済票の交付手続を行わない飼い
主がいるため、制度の周知・啓発活動が必要
である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,149枚

②14,856頭

③11,180枚

R5目標 R5実績

接種率の向上及び飼い主のマナー向上
について、より効果がある方法を研究
する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 75.2%

狂犬病予防注射の接種率
を向上させることで、狂
犬病の発生を防止した。会年職

員等
100.0%

444

環境
ク

リー
ン部

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注射
を毎年1回受けさせなければならないとなって
いる。

年2回ある犬の飼い方教室の講師や講演
内容を、第1回と第2回をで変更し、狂
犬病のみならず、マナーや災害につい
ても広く啓発できるようにした。
また、前年度に引き続きキャッシュレ
ス決済を案内し、支払いについて柔軟
に対応できるようにした。

犬の登録・狂犬病
予防注射管理事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

条例施行後の路上喫煙率の推移をみる
と、一定の効果は上がっており喫煙マ
ナーの向上も図られているが、一部喫
煙マナーが守られていない状況がある
ことから、今後も継続して職員による
パトロールを行い、条例違反者への声
かけを実施していく。

R5その他職員従
事割合

0.0% 0.04%

概ね条例の内容は周知され、
喫煙者のマナーも向上してい
ると考えられるため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

１人

R6目標

H18

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 4,557千円
①駅前キャンペーン実施箇
所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パト
ロール実施回数

市内4ヵ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫煙
率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、違反者が０
パーセントであることを目標とする。 令和6年3月に東所沢駅付近の指定喫煙

所にパーテーションを設けた。

歩きたばこ等防止
啓発事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例 1,923千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、
喫煙者のマナー向上を図るため、キャンペー
ン、パトロール等による条例の周知啓発活動を
実施するとともに、喫煙禁止地区での禁煙を徹
底するため、路上喫煙禁止地区内の路面シート
の貼付や指定喫煙所の維持管理を行う。

会年職
員等

１人

実績 0.0% 0.04%

条例制定前は、2.19パーセントであった歩行
喫煙率が令和5年度も0.04パーセントと低い数
値が表れている。
しかし、未だにマナーを守れない一定の喫煙
者が見受けられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0回

②64枚

③12回

R5目標

受動喫煙にも配慮し、パト
ロール等で条例周知啓発に
努めた。

0.0%

445

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達
成しているため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 法定受託事務 2,042千円

①調査検体数

②調査計画検体数

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

0人

R6目標

H9

11 住み続けられるまち
づくりを

ダイオキシン類対策特別措置法 2,149千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン
類大気常時監視実施計画に基づき、河川水につ
いてはダイオキシン類対策特別措置法に基づく
常時監視（公共用水域）実施計画に基づき、ま
た、土壌・地下水については地下水質測定計画
に基づき、ダイオキシン類に係る環境調査を行
う。また、ダイオキシン類による大気・水質・
土壌等の汚染状況を常時監視し、ダイオキシン
類による汚染対策に係る施策の基礎資料とす
る。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①19検体

②19検体

R5目標 R5実績

引き続き定められた測定の精度を維持
し、今後も常時監視を継続する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
ダイオキシン類の環境調査
で、大気等の状況を把握す
ることにより、環境施策の
参考となった。

会年職
員等

100.0%

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、
河川水・底質：各2地点を1回/年、土壌：2地
点を1回/年、地下水：1地点を1回/年の年19
検体が測定数として定められているため、す
べての項目を市で実施することを目標として
設定している。

迅速に調査を進めるため、土壌調査を
実施する前に採取地点の図面や写真を
委託業者に情報提供した。

ダイオキシン類に
よる汚染状況の常
時監視事業（大
気、水質及び土壌
等）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

134千円

R5予算現額

135千円

R4正規職員人件
費

0.59 人

4,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.71 人 評価者

～ 5,738千円 環境対策課長　三浦　直子

空間放射線量の測定と公表
を行うとともに、測定器の
貸し出し体制を整えておく
ことで、市内放射線量の現
状について市民周知に努め
た。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

H23 100.0%

R5目標

445

環境
ク

リー
ン部

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

市による定期測定を継続し、その結果
を公表することで、市民の安全安心の
確保に努める。また、点検、校正を
行った測定器の貸出を継続する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

成果指標の目標値を達成して
いるため、一定の成果を上げ
られていると考える。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 158千円

①継続的な空間放射線量測
定

②除染土壌仮保管場所定期
測定

③測定結果公表

調査実施率
（測定数/調査数×100）

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ため市内10地点での測定に係る実施率を指標
とする。 迅速に測定するため、高性能な温湿度

計を購入した。

放射性物質による
環境汚染の監視・
対処事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 135千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等
の情報を市民に公表するとともに、市民への測
定器貸出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に
把握することで、市民の不安を軽減するための
根拠資料とする。

会年職
員等

0.15人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①市内10地点での測定回数
1地点・1回/３ヶ月

②保管場所×２回/年

③市ホームページ、各まち
づくりセンターにポスター
掲示


